１．住みよい住宅・環境をめざして
（１）借り上げ住宅の期間を延長するとともに、市営住宅戸数の維持に努められたい。

 NEXT 
　　　借上住宅については、震災により住宅を失われた被災者の方に対して、早急かつ大量に住宅を供給する必要があったことから、20年間の期限を設けて臨時的に都市再生機構（ＵＲ）や民間等の賃貸マンションを神戸市が借り上げて、臨時的に市営住宅として供給したものです。現在、既に復興住宅の入居者の3割以上が被災者以外の方となっており、一般の市営住宅としての利用に移行しています。

また、神戸市が建物所有者にお支払いしている借上料は、入居者が負担されている住宅使用料だけでは不足するため、市民の税負担により補っています。

借上市営住宅全体の入居者の公平性をはかるためにも、借上期間満了後は住宅を返還していただく必要があります。

　　　最も返還期限が早い住宅では平成28年１月に期限が到来しますが、早い段階から皆様の実情や課題を把握するため、平成22年11月から順次、説明会と意向調査を行い、また、早期に住替えを希望される入居者の方に対しては、いただいた意向調査の結果を踏まえ、市営住宅の空き住戸のあっせんを行ってきました。今後も、早期に住替えを希望する方に対しあっせんを行うとともに、住替えを希望される地域の住宅を事前に登録していただく事前予約制や、コミュニティに配慮し、グループで登録・応募していただくグループ申込制を、平成24年夏から実施していきます。

　　　こういった説明会と意向調査をはじめとして、個別相談会を実施するなど、今後も随時、入居者の皆様の御事情を個別にお伺いしていきます。

なお、市営住宅の戸数については、平成22年に策定した第２次市営住宅マネジメント計画において、借上住宅の返還のほか、更新・改修時期を迎える大量のストックへの対応や、耐震化の促進、震災後の大量供給による著しく多い管理戸数、高齢化の進行、厳しい市営住宅会計の状況等、市営住宅を取り巻く課題を踏まえ、再編・改修等の取り組みを進め、計画期間中には53,000戸から46,000戸程度の円滑な縮減に取り組むこととしています。

引き続き、丁寧できめ細かい対応に努めていきます。

（２）若年・中高年単身者が公営住宅に入居できるようにするなど入居基準の緩和について引き続き努力されたい。また、より暮らしやすくするために、市営住宅の住み替えを促進されたい。

 NEXT 
　　　市営住宅への入居にあたっては、原則として同居親族があること、収入が一定基準以下であること、住宅に困窮していること等が必要です。

　　　「地域自主性1次一括法」による公営住宅法の改正により、入居者資格のうち同居親族要件が平成23年度末に廃止され、各自治体の実情に応じて、条例で同居親族要件を定めることができるようになりました。
　現状としまして、市営住宅の応募倍率は約18倍と高倍率であり、単身者の入居者資格を拡大していくことは難しい状況です。

そのため、市営住宅条例の改正を行い、平成24年4月1日以降も引き続き、60歳以上の方（または昭和31年4月1日以前の生まれの方）、身体障害者手帳１級から4級の方、精神障害者保健福祉手帳1級から3級の方、療育手帳ＡからＢ2の方、ＤＶ被害者の方、生活保護受給者の方等居住安定の配慮が必要な単身世帯については入居を認めています。

　また、入居収入基準については、身体障害者手帳1級から4級、療育手帳ＡからＢ1、精神障害者保健福祉手帳1級から2級のいずれかの方がいる世帯、小学校就学の始期に達するまでの方がいる世帯、60歳以上の方（または昭和31年4月1日以前生まれの方）で同居者のいずれもが60歳以上の方（または昭和31年4月1日以前の生まれの方）か18歳未満の方である世帯等について基準を緩和しています。

　住み替えにつきましては、高齢化の進展に伴い、エレベーターの無い住宅の3階以上に居住されている方が、加齢及び障がい等により階段の昇降が困難になった場合に限り、原則、同一団地内の1・2階に住宅の変更を実施しています。（医師の診断書等必要）

　さらに、市営住宅のストックを活用した子育て支援の一環として、広い住宅に少人数で入居している世帯に適正な規模の住宅へ住み替えていただき、その返還された住宅について、15歳以下を含む2人以上の子どもがおり、50㎡以下の住宅に3人以上または60㎡以下の住宅に5人以上で居住している世帯を対象に、住み替え募集を実施しています。

　このような取り組みを、今後も継続していきます。
（３）建物倒壊による圧死を防ぐため、「耐震おまかせパック」の活用や、耐震改修工事が推進されるよう制度の普及とともに、これらの制度がより利用しやすいものとなるよう努められたい。

 NEXT 
　神戸市では、すまいの耐震化を促進するために、阪神・淡路大震災時に被害が集中した、昭和56年5月31日以前に着工した住宅を対象に、すまいの耐震化に関する支援制度を設けています。耐震化を進める上で最初に行うのが住宅の耐震性を判定する耐震診断であり、無料で実施しています。

平成22年度からは、耐震診断から耐震改修設計、耐震改修工事費見積りまでを一貫して行う「耐震おまかせパック」を開始しています。

次に、耐震診断の結果、耐震性が低いと判定された住宅の、耐震改修工事への補助制度も県、市、阪神・淡路大震災復興基金が設けており、戸建住宅の場合、最大110万円の補助を行っています。24年度からは、利用者の手続きの負担軽減と処理期間短縮のため、県と市の補助制度を一本化しました。

このほか、住宅の建築年に関わらず、高齢者や障害者、小学生以下の子供がいる世帯を対象に、家具固定費用の1/2、最大1万円を補助する制度もあります。

地震被害の防止のためには家具固定が重要であることから、23年度より市から防災活動の一環として家具固定を実施する地域団体へ家具固定専門員を派遣する制度を開始し、家具固定の実施数が増加しています。

このようなすまいの耐震化に関する支援制度を広く市民に知っていただくために、さまざまな広報媒体の活用や「神戸市すまいの耐震キャンペーン」の実施などにより普及啓発を行っています。

今後とも、すまいの耐震化を促進するために、あらゆる機会に普及啓発活動を行っていきますので、貴団体におかれましてもご協力いただきたくお願いいたします。
（４）温暖化対策、降雨時の安全確保など、歩道・車道を雨水透過性素材または雨水透過構造に改良する工事を順次すすめられたい。また、水害防止のために校庭・公園地下等に雨水貯留施設の設置を促進されたい。

 NEXT 
　雨水を舗装内に浸透させる構造の舗装には、排水性舗装と透水性舗装とがあり、神戸市では、排水性舗装については幹線道路の車道を中心に整備路線を定め、また、透水性舗装はDID（人口集中地区）区域の歩道を対象として、道路の補修時や改築時などに合わせて整備を進めています。
　水害防止については、神戸市では安全・安心なまちづくりを促進するため、浸水の危険性が高くなっている地区を中心に、雨水幹線や雨水ポンプ場の整備を進めています。
　また、雨水貯留施設の設置については、公園や学校などの適地があれば、浸水防止に有効な場合があることから、これまでに住吉公園や春日野公園等に設置した例があります。また、現在、廃止した中部下水処理場の水処理施設を雨水貯留施設に転用することも検討しています。
　今後も設置費用と効果を検討し、効率的な場合は、設置を検討していきたいと考えています。

（５）災害時の発生など緊急時、市民・観光者への宣伝・連絡体制を確立するとともに、避難場所・経路の明示に取り組まれたい。とくに高齢者、障がい者（とりわけ聴覚障がい者）等に情報が行き渡るよう配慮されたい。

 NEXT 
　神戸市では「防災行政無線同報系」を整備し、屋外用として「屋外スピーカー（拡声子局）」を設置するとともに、各防災福祉コミュニティ会長宅等へ「ラジオ型受信機（戸別受信機）」の設置をお願いしています。災害時等には、この「防災行政無線同報系」により、神戸市より市民の方々へ直接、防災情報をお知らせすることとしています。

さらに、「防災行政無線同報系」は平成24年度の神戸市危機管理センター供用開始に合わせ、アナログからデジタルへの設備更新とともに海岸部を中心として「屋外スピーカー」を43箇所増設、一部の「屋外スピーカー」にはさらに音達範囲が広いと言われるモーターサイレン設備を設置するなど、防災情報をお知らせすることが可能な範囲を拡大しました。これにより市内海岸部ほぼ全域が、サイレン音による避難勧告などの防災情報の伝達範囲となっています。平成24年度についても引続き「屋外スピーカー」の増設を行い、サイレン音だけでなく音声による防災情報の伝達範囲を拡大いたします。

また、地域福祉センター等に設置しているラジオ型受信機に文字表示装置を付加することで、防災情報を文字でもお伝え出来るようにした他、携帯電話への電子メールによる避難勧告・避難指示などの防災情報伝達手段として、平成17年6月より「神戸市安全・安心情報の電子メールサービス（ひょうご防災ネット）」（アドレス「http://bosai.net/kobe/」から閲覧・登録が可能）を運用しており、このサービスへ高齢者・障害者等にも容易に登録していただけるよう、登録手順を簡略化するとともに、文字や絵を大きくした登録手順マニュアルも用意しています。さらに平成23年度には緊急時の市民・観光者への防災情報伝達のため、事前登録不要で携帯電話へ電子メール等で情報伝達が可能な「エリアメール」サービスにも登録しています。

　上記以外にも、台風接近時などにおいては、随時、防災情報を報道機関等に提供するとともに、神戸市のホームページにおいても掲載することとしています。

　避難場所の明示については、以前より小・中学校などの「収容避難所」（335施設）に看板を設置しており、大規模火災が発生した場合等に、熱や煙から身を守るために避難する「広域避難場所」に対しても、平成15年度より看板設置を進めているところです。

　また、避難場所の位置については、毎年6月に各戸配布している「広報紙ＫＯＢＥ防災特別号」や、ホームページ上での避難所マップの公開などを通じて周知を行っており、避難経路については、指定せず自由避難方式としています。
（６）生産者や販売者がゴミをつくらないようリサイクル可能な原材料の使用、簡易包装などの取り組みなど「生産者（販売者）責任」を徹底する取り組みに力を入れるとともに、企業に費用負担をさせるデポジット制の導入についても引き続き検討されたい。

 NEXT 
神戸市では、家庭ごみの更なる分別・減量・資源化を推進するため、平成20年11月から指定袋制度などの新ルールを導入しました。実施後1年間でごみ量は2割以上減少し、またごみの分別も進むなど大きな効果があらわれています。

今後も市民、事業者のみなさんと協働で一層のごみ減量・資源化に取り組んでいきますが、その際、3Ｒ（リデュース「発生抑制」、リユース「再使用」、リサイクル「再生利用」）の考え方に基づいて進めることが大切です。中でも、簡易包装の推進やレジ袋の削減など、ごみの発生そのものを抑えるリデュース（発生抑制）は、最も優先すべき取り組みと言われています。

神戸市では、ごみを少なくするための商品の製造・販売等に係る社会実験を実施しごみ問題の抜本的な解決に資する社会的仕組みづくりに取組む特定非営利法人「ごみじゃぱん」と協定を締結し、容器包装が減量化されている簡易包装の商品を市民に推奨することにより、ごみとして排出されるものを減らす発生抑制を市民・事業者・行政の連携により推進しています。

レジ袋の削減については、神戸市一般廃棄物処理計画においてもリデュースの推進の具体的施策として上げられており、平成20年5月に開催された「Ｇ8環境大臣会合」で合意された「神戸3Ｒ行動計画」においても、各国が協調して取り組むべき具体的行動として位置づけられています。開催地である神戸市においては、より積極的な推進が求められており、「神戸市地球環境市民会議」とともに、事業者と個別に協定を締結するなどにより進めている従来の取り組みを、今後はより多くの事業者や市民と協働で推進していけるよう拡大していく予定です。

また、神戸市では、新たに昨年12月より、レジ袋の無料配布の中止、簡易包装や、リターナブルびんの店頭回収などに取り組んでいる市内の小売業店を「ワケトンエコショップ」「ワケトンエコレストラン」として認定しています。平成24年3月末現在14事業者、134店舗の店舗を認定しており、認定店には、店舗で張っていただけるようなステッカーや、市のホームページチラシなどで紹介し、事業者のＰＲを行っています。

デポジット制度は、缶やびん入りの飲料等の販売価格に預り金を上乗せして販売し、消費者が容器を廃棄せずに所定の場所に持ち込めば預り金が返却されるシステムです。このようなデポジット制度を活用して企業に回収、再使用等の負担を求める方法は、商品が使用された後の廃棄・リサイクルにまで事業者の責任を求める「拡大生産者責任」を具体化する一つの方法と言え、自動車リサイクル法によって預かり金が義務付けられている自動車リサイクル券などで、既に実施されています。

しかしながらデポジット制度を一部の地域で導入することは、デポジットの上乗せによる販売価格の上昇を招き、地域内での消費を抑制したり、他地域からの非デポジット対象品の流入につながるなどの問題があるため、法制化やビールびんのように全国一律の制度として実施されるべきと考えます。

そのため、神戸市では、他の自治体とも連携し、デポジット制も含めた様々な観点から「拡大生産者責任」の徹底を国に対して要望しているところです。
（７）イベントなどを開催し市民に見えるリサイクル工房を各区に設けるとともに、エコツアーを実施するなど環境教育、啓発と連動した取り組みをされたい。

 NEXT 
リサイクル工房は、ごみの3Ｒ（リデュース〈発生抑制〉、リユース〈再使用〉、リサイクル〈再生利用〉）、中でも特にリデュース、リユースについて市民に関心を持ってもらうための啓発施設として「みなとじま」、「あづま」、「ろっこう」の3ヶ所を開設しています。このほか、環境問題全般についての学習施設である「こうべ環境未来館」にも「リユースコーナー」を設け、リサイクル工房と同様、リユース品の展示等を通じて、市民に「リユース」の意義、重要性についてお伝えしています。

　これらの施設では、まだ使える家具や自転車が大型ごみとして出されている実態を知っていただくことや、不要となった育児・子ども用品や古本を持ち寄り譲り合うこと、不用品についての情報交換、さらには、ちょっとした修理や廃物を活用した物づくりなどを行うリサイクル教室を通じて、「物は大切に繰り返し使う」という意識を高めてもらえるよう努めています。

リサイクル工房を各区に設置する考えはありませんが、市域全体の配置バランスや市民にとっての利用しやすさを考慮して、平成24年秋、北神地域に新たなリサイクル工房を開設します。今後の整備については、北神地域の新たなリサイクル工房開設後の利用状況や配置バランスも踏まえ、適切な候補地があれば検討していきます。

　また、神戸市西区の「こうべ環境未来館」は、神戸市の環境教育拠点施設で、館内にはごみ問題から地球温暖化の防止まで楽しく学んでいただける展示や、ごみとして出されたもののうち、まだ使えるものを展示・提供するリユースコーナーを設置しています。

　同館に併設する神戸市資源リサイクルセンターは、市内で収集した缶・びん・ペットボトルの選別や圧縮処理を行っており、ご希望に応じて同館コーディネーターの案内により、リサイクルのための選別や処理の工程を見学することができます。（要事前申込）

　また、同館では月1回程度、市内在住の小学生とその保護者を対象とした体験型の環境学習講座「エコスクール」を開催し、自然に親しむことや、ごみの減量・資源化の重要性、地域温暖化防止などを理解するきっかけづくりを行っており、うち数回はごみ処理施設や、環境問題に積極的に取り組む企業の工場や発電所などを見学するツアーとなっています。

　なお、「ＫＯＢＥ環境大学」の講座で、市内のごみ処理施設をバスでめぐる見学会を、設けているほか、エコタウンの取組みメニューでも「ふれあいエコツアー」を紹介しており、エコタウンの取組みとして施設を見学するケースも増えています。

　そのほか、親子で楽しみながら環境問題を考える「こうべの自然はっけん隊」でも、海、里山、川など市内各地のフィールドを活用し、身近な自然に親しむイベントを開催しており、今後も様々な機会・手法により市民への環境教育、啓発を積極的に努めていきます。
（８）各区役所など公共施設にソーラー・風力発電設備を設け、あわせて計測器を市民が見られるところに設置するなどして環境啓発に取り組まれたい。
　神戸市では、平成23年度に須磨区役所、王子動物園、須磨海浜水族園や小中学校などに発電量や日射量の表示装置を備えた太陽光発電設備を設置し、現在、小中学校や公園等（公園内の照明灯電源も含む）の市関連施設270ヵ所488基の太陽光発電設備と、13ヶ所22基の風力発電設備を設置しています。（平成24年3月末現在）

このうち、市役所2号館の屋上の太陽光発電設備では、発電した電気を花時計や市役所の電源に利用するとともに、その発電量を花時計横の掲示板で市民の方に分かりやすいように電光表示しています。また、小中学校や市関連施設においても、可能な限り発電電力や太陽光発電のＰＲ画面等を表示する装置を設置し、環境啓発を推進しています。

平成24年度には、小中学校や下水処理施設など5箇所に太陽光発電設備を設置する予定です。

今後も、施設の改築等の機会を捉え、太陽光発電設備や風力発電設備を市の施設へ率先的に導入していくとともに、これらの設備が市民のみなさんに地球温暖化問題への取り組みのきっかけになるような、普及啓発方法についても検討していきます。

また、神戸市では、恵まれた神戸の環境を次世代に引き継いでいくための道しるべを示すため、中長期的な神戸のあるべき姿を描いた「環境未来都市」構想を推進しており、「神戸産クリーンエネルギーの地産地消」をめざし、太陽光発電事業の推進など、神戸の地域特性を活かした再生可能エネルギーの導入拡大の取り組みを着実に進めていきます。 NEXT 
（９）神戸市卸売市場に放射能計測器を設置されたい。

 NEXT 
福島原発事故を受けて、神戸市では昨年環境保健研究所にゲルマニウム半導体検出器を新たに導入し、神戸市中央卸売市場に入荷する東北・関東地方を中心とする17都県産の農水産物について検査を実施し、その結果については神戸市ホームページで公表しています。

食品中の放射性物質については、24年4月以降基準値が引下げられましたが、今後もこの新基準に基づき、継続して検査を実施･公表していきます。
（10）関西電力の株主として、電力を原発から自然エネルギーに転換するように働きかけられたい。

 NEXT 
原子力発電所につきましては、ひとたび、原子力発電所の大事故が発生すれば、市民生活や経済活動に及ぼす影響が甚大であることは明らかであり、現在、各電力会社における原子力発電の安全対策や電力供給体制、さらには情報開示のあり方などが問われています。
　神戸市においても、早急に市民や事業者の不安を取り除き、安全・安心なくらしや地域経済を守る必要があると考え、平成24年2月27日に関西電力株式会社に対して、京都市、大阪市とともに3市で今後の経営にかかる意見書を提出しました。
　これに対し、3月に意見書への回答をいただきましたが、十分な回答を得たとは言えないことから、4月27日に関西電力株式会社に対して、以下の6項目の株主提案議案を提出したところです。
①経営の透明性の確保　　　　　　　　　　　
②取締役の報酬の開示　　　　　　　　　　　
③脱原発依存と安全性の確保　　　　　　　　
④代替電源の確保　　　　　
⑤最適な事業形態の確立　　
⑥電力需要の抑制と新たなサービスの展開　　　
　このうち④代替電源の確保では、「本会社は、天然ガス火力発電や再生可能エネルギー等多様なエネルギー源の導入により、原子力発電の代替電源の確保を進め、安定した電力を適正な価額で供給しながら、もって市民生活や地域経済に寄与する役割を担う。」として、提案項目を盛り込んでおります。
　今後とも、関西電力株式会社の経営において、神戸市の提案・提案の趣旨を踏まえた取り組みがなされるよう、継続して働きかけたいと考えています。
２．よりよい保育・教育をめざして

（１）父親の育児への主体的参加を応援する施策を充実させ、父子手帳の発行について引き続き検討されたい。

 NEXT 
現在、父子手帳の発行は行っていませんが、父子手帳の発行の趣旨である父親の主体的な育児参加を促すために次のような取り組みを行っています。

平成20年4月から、妊娠届出時に第1子出産予定者全員にパパママハンドブックという冊子を配布しており、冊子の内容の各所に「パパ出番ですよ」というパパマークを付け父親への育児のアドバイスを盛りこんでいます。
平成21年度からは夫婦で参加しやすいように、両親教室の休日開催を行っています。その中で、父親の妊婦体験などの父親向けのプログラムなども実施しています。
今後も引き続き、妊娠中からの父親の子育てに対する意識付けと主体的な育児参加の支援をはかっていきたいと考えています。
また、男性の子育て参加など「男性にとっての男女共同参画の推進」は極めて重要な課題となっており、神戸市においても、神戸市男女共同参画計画（第3次）において、重点的に推進すべき事項としています。このため、ＮＰＯ等の団体が行う男性の子育て参加や、地域活動に関わるきっかけとなる、啓発活動やイベントを共催で行うなど団体の活動支援を行っています。

平成22年度より、3年間で男性が子育てを楽しむ事が当たり前となる世の中にしようと市内の企業経営者などが「こうべイクメン大賞実行委員会」を組織し、男性の子育てに関するエピソード・感謝のメッセージを募集し、応募者全員を「こうべイクメン」として認定するなど、男性の育児参加促進の取り組みを行っています。

平成23年度から市と共催で開催し、3年目にあたる平成24年度は、6月17日の父の日に過去2年間の集大成として「こうべイクメン大賞2012　グランドフィナーレ　～こうべイクメンサーカス～」を開催しました。

引き続き、ＮＰＯ等の団体が行う男性の子育て参加や、地域活動に関するきっかけとなる啓発活動やイベントを共催で行うなど、民間で活動されている団体の支援を行っていきます。

また、平成24年1月に広報課発行の「暮らしのサポートＢＯＯＫ（第5号 男の子育て）」で、男性の育児について取り上げ、男性が育児をする上で起こりうる様々な問題に対する解決方法や、関係機関を記載するなど、男性の育児参加を啓発しています。
（２）産休明け保育の充足のために、「赤ちゃんホーム」の増設をすすめるとともに、「保育ママ」など新たな産休明け保育制度について検討されたい。

 NEXT 
「赤ちゃんホーム」は、市の指定した篤志家により、保育に欠ける乳児を家庭的雰囲気の中で保育する家庭保育事業であり、生後7週間以降の0歳児を対象としています。
　産休明け保育は、今後とも赤ちゃんホームで対応していきたいと考えていますが、平成24年4月現在、36か所あり、需要に応じて募集しており、今年度も募集を行います。

また、平成23年度より「グループ型家庭的保育事業（保育ママ）」を実施し、待機児童の8割を占める3歳未満児対策に取り組んでいます。
（３）待機児童を解消するため、保育所の増設に努めるとともに、“詰め込み保育”にならないよう保育環境の維持・改善に努められたい。

 NEXT 
神戸市では、保育所入所の待機児童の解消を最優先の課題と位置づけ、保育所の新増設等により大幅な受入枠の拡大を進めてきました。また、平成23年度から「グループ型家庭的保育事業（保育ママ）」を実施し、待機児童の8割を占める3歳未満児対策にも取り組んでいます。平成24年度においては、こうした取り組みに加えて、保育所運営法人に保育所用地の提供者を紹介する「保育所整備マッチング事業」など様々な手法を駆使することにより、約820人分の受入の拡大をはかり、平成25年度を目標とする24，000人保育枠の確保を１年前倒しで達成したいと考えています。

今後とも最低基準を遵守し、良好な保育環境を維持します。
（４）「病（後）児保育所」の拡大につとめられたい。

 NEXT 
病児・病後児保育室については、地域バランスを考慮し、現在11か所で実施しています。平成23年度は、灘区に１か所、長田区に1か所の計2か所を開設しました。さらに平成24年度中に1か所を整備し、12か所での実施を目標としています。

　仕事と育児の両立を支援するためにも、今後とも、病児・病後児保育事業の充実に努めていきたいと考えています。
（５）給与所得者の保育料負担が大きいため、保育料徴収金の据え置きに努められたい。

 NEXT 
平成24年度の保育料については，平成23年度と変わらず，据え置きとしています。

この保育料は国が定める基準に比べて20％（14億円）の削減となっており，この差額は全て市税による負担となっています。

　保育料の設定にあたっては，子育て支援の観点を十分に認識しながら設定に努めていますが，保育所を利用している家庭と利用していない家庭など，保育サービスの受益者と受益者以外の負担の公平性の観点や本市の厳しい財政状況・他都市の動向なども考慮しながら適正な保育料の設定に努めていきたいと考えています。

	平成24年度予算　　運営費総額　　243億16百万円

	国基準による保育料
　70億31百万円【28.9%】
	市の負担

※130億57百万円
　【53.7%】
	国の負担
42億28百万円
　　【17.4%】


	保護者負担
56億25百万円
　　（80.0%）
	軽減額
14億6百万円
　　（20.0%）
	
	

	
	　　市の負担計　144億63百万円【59.5%】
	

	※公立保育所運営費の一般財源化分を含む。


（６）１小学校区１学童保育の早期実現に向け、児童館の増設を進めるとともに、地域学童保育ができる小学校・公共施設の活用・貸与などについて積極的に取り組まれたい。

 NEXT 
児童館の整備については、１中学校区１館を基準に整備を進めてきましたが、平成20年度にすべての中学校区への整備が完了したところです。同一中学校区における児童館の複数設置については、財政状況や地理的条件、児童数の状況などを総合的に勘案しながら検討していきたいと考えています。

学童保育については、学童保育需要のある小学校区において、これまで市立児童館や小学校の余裕教室を活用して整備を進めてきており、平成24年4月現在151小学校区で実施しています。また、同時に既存学童保育施設の大規模・過密解消をはかっており、そうした小学校区では学校にも余裕教室がないため、平成21年度より民間施設の借り上げによる学童保育施設の整備を実施しています。平成24年度においても民間施設の借り上げにより学童保育コーナーを4か所整備する予定です。

地域方式学童保育所に対しては、神戸市から規模に応じた運営費助成や施設借り上げに対する助成を行っています。ただ、地域方式の学童保育所については、地域住民の自主的な活動に対して助成するものであり、運営内容などについては、地域の実情に応じて決定されており、場所等についても地域の自主努力でお願いしています。
（７）児童館での学童保育について、対象学年を小学校６年生まで広げられたい。また、障がい児の受け入れも拡充に努められたい。

 NEXT 
市立児童館や学童保育コーナーにおける公設の学童保育では、小学校1～3年生を対象に実施しており、児童館では、「自由来館」で4年生以上の高学年の受け入れを行っています。

　神戸市の学童保育の現状は、近年の学童保育ニーズの高まりとともに学童保育児童数が増加するなか、71人以上の大規模施設や過密状態のところもあり、また、未整備校区もあることから、まずは適正規模化、過密状態の解消、未整備校区の解消を優先していきたいと考えています。

　なお、平成23年度から、スペースに余裕のある児童館において、指定管理者の自主的な取り組みとして4年生以上の受け入れをモデル的に実施しています。

　また、学童保育の受け入れ基準は、原則として、自力での来退館や身辺整理ができることとしていますが、施設の状況・体制なども考慮しながら、障害を持つ児童についてもできるだけ受け入れができるよう努めているところです。
（８）学校給食は自校方式を維持するとともに、中学校の早期実現に努められたい。また、学校給食の食材の安全に努められたい。

 NEXT 
神戸市立の小学校では、現在166校中24校については、2箇所の給食センターで調理し学校に搬送する方式を採り、残り142校と特別支援学校6校の148校は自校方式による給食を実施しています。

センター方式の学校を自校方式で行うことについては、各校ごとの調理室の整備や運営に多大な経費が必要なことから実施は考えていません。

また、中学校の昼食については、家庭弁当を基本としていますが、家庭の事情等により弁当を持参することができない生徒のための昼食対策を目的として、「中学校弁当販売制度」を82校中80校の中学校で実施しています。

しかし、中学校弁当販売の利用率が低迷してきていることや、全国的にも約80％の公立中学校で学校給食が実施されていることなどから、平成23年7月、生徒・保護者等に対して、弁当販売制度の課題、家庭弁当に対する考え方等について総合的な調査を行い、中学生の昼食についての考え方や要望を把握しました。また、保護者、食育に知見を持った学識経験者、小・中学校長、市民など幅広い層からなる検討会を設置し、平成24年2月に「第1回　神戸市立中学校の昼食のあり方検討会」を開催したところです。

「中学校の昼食のあり方」を検討するにあたっては、中学生の食生活や生活習慣の実態を踏まえ、食育の観点から中学生の昼食はどうあるべきか、現在定着している家庭弁当をどう評価するかなど様々な観点から議論する必要があることから、今後おおよそ1年間をかけて「神戸市の中学校の昼食のあり方」について、検討していきたいと考えています。

また、学校給食の食材の安全については、給食食材のうち生鮮野菜は神戸市食品衛生検査所が残留農薬・細菌等の検査を完了している中央卸売市場（本場・東部）から全て調達しており、冷凍肉・魚は、入札時に指定検査機関で細菌検査を実施しています。また、冷凍野菜については、輸入品は検疫所での検査、国内品は残留農薬検査書の提出を義務付け、加工品は製造業者に細菌検査成績書の提出を義務付けています。なお、上記全ての食材について、抜き取りによる残留農薬・細菌検査および放射性物質検査を定期的に実施するなど、安全・安心な食材の提供に努めています。
（９）引き続き３０人学級の早期実現に努力されたい。

 NEXT 
現在の義務教育制度は、国、県、市がそれぞれに役割分担をして支えており、学級編制や教職員定数などの義務教育におけるきめ細やかな指導の充実のための措置や人的経費の負担は、基本的に国、県の役割であり、神戸市においては、施設整備、学級運営、教育内容にかかる経費を負担しています。

 その中で、国は平成23年4月に義務標準法の一部を改正し、1年生の学級編制基準を40人から35人に引き下げました。また他方で、兵庫県教育委員会は、子どもたちへのきめ細やかな指導のための加配教員である「新学習システム推進教員」を活用することで、35人学級編制を平成16年度より実施し、20年度からは小学校1年生から4年生において、23年度からは小学校2年生から4年生において実施しています。

　神戸市としては、更なる教育充実のため、今後とも、教員定数の増員や35人学級の充実を国や県に要望していきたいと考えています。
（10）障がいを持った児童・生徒が安心して通学・学校生活が送れるよう、特別支援教育支援員などの人的配置の充実に努められたい。

 NEXT 
教員の配置については、国が定める公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律（標準法）により配置については、県が定める配当基準に定められているため、神戸市では対応できませんが、引き続き特別支援教育を推進していくため、人的配置の充実について国、県に対し粘り強く要望していきたいと考えています。
一方、神戸市では、小・中学校に在籍する障害のある児童生徒が安心で安定した学校生活を送ることができるように、特別支援教育支援員等を活用しながら教育の充実をはかっています。特別支援教育支援員配置事業は、肢体不自由等の障害のある児童生徒を対象とした事業、通常の学級に在籍するＬＤ等の発達障害のある児童生徒を対象とした事業、特別支援学級・通常学級在籍に関わらず特別支援教育に係る配慮を要する児童生徒を支援する事業があります。この事業により、各学校の状況に応じた人的配置を行っています。

　今後も、障害のある児童生徒が充実した学校生活を送ることができるように支援員の活用等を進めていきます。
（11）修学旅行先については、平和教育や環境教育などを豊富化する内容となるようにされたい。

 NEXT 
修学旅行は、「神戸市教育課程基準」や「学習指導要領」の趣旨に則り神戸市教育委員会事務局が示した「修学旅行実施基準」に基づいて、以下の3つの観点に立ち、各校が計画・実施しています。

　①教育性の観点　「特に、児童・生徒の主体的な体験学習を重視する」

　　　　　　　　　「物見遊山的な見学地を避ける」

　②安全性の観点  「目的地の状況を把握し、安全確保に万全を期し、事故への対応策を確認する」

　③経済性の観点　「経費面での保護者の負担の軽減をはかる」

　平和教育や環境教育を視点に入れた学校独自の企画立案については、各学校の教育計画に基づいて、中学校の場合は、1・2年生での計画的な指導、3年生での事前・事後指導も含めて修学旅行の目的や活動内容を十分に考慮し、各学校において決定しています。

小学校の場合は、6年生から事前学習に取り組み、平和教育として広島に行く学校、歴史学習として奈良・京都・和歌山(熊野古道)に行く学校、環境教育として鈴鹿ＨＯＮＤＡ工場・白川郷（自然体験）など、各学校において工夫して行き先を決定しています。
（12）スクールソーシャルワーカーを増やされたい。

 NEXT 
神戸市では、現在のところスクールソーシャルワーカーの派遣要請をしなければならない重篤なケースは多くありません。各区に学校支援アドバイザーを配置し、学校が課題としている事案に対して適切な助言を行っていること、さらに重篤なケースには緊急サポートチームを組織して対応していることが、問題行動の未然防止、早期対応につながっています。学校からスクールソーシャルワーカーの派遣申請があった場合には、兵庫県教育委員会が配置しているスクールソーシャルワーカーに派遣依頼しています。

今後、重篤なケースが多くなれば、県にスクールソーシャルワーカーの増員を要望していきます。
（13）子ども家庭センターの指導員体制の強化に努められたい。

 NEXT 
こども家庭センターの児童虐待に関する相談件数は年々増加しています。

こども家庭センターでは、24時間・365日、虐待に関する電話相談を受付けており、地域における身近な育児相談窓口として各区に設置している「こども家庭支援室」と連携しながら、虐待の早期発見・早期対応に努めています。

また、こども家庭センターへの相談通告の増加に対応するため、平成23年度から虐待対応専任の課長級職員を配置し、初動体制の強化をはかっています。さらに、職員の研修会等への派遣により児童関係者の知識向上をはかっています。

　　　今後とも、こども家庭センターの体制強化に努めていきたいと考えています。
（14）高等学校の増加に伴いすでに大学区制に移行している第３学校区の分割を実施されたい。また、「総合選抜制」の実施についても検討されたい。

 NEXT 
兵庫県公立高校の入学者選抜については、兵庫県教育委員会が所管しています。

入学者選抜制度については、平成20年2月に発表した「県立高等学校教育改革第二次実施計画」のなかで、「新しい選抜制度（複数志願選抜・特色選抜）は、生徒がそれぞれの学校の特色や自分の適性・進路指導等に応じて学びたい学校を選択できるシステムとして成果を上げていることから、引き続きその成果と課題を検証しながら、全県的に導入を推進する」としており、平成22年度入学者選抜からは、神戸第一・芦屋学区、神戸第二学区へも導入しました。

また、平成24年1月には、兵庫県公立高等学校の通学区域に係る基本方針が公表され、新通学区域による入学者選抜は平成27年度入学者選抜より実施し、普通科（学年制）では全学区において複数志願選抜を導入することとなりました。

今後もこの基本方針に基づき、新通学区域における新しい選抜制度が支障なく導入できるよう県教育委員会と協議して行きたいと考えています。
（15）特別支援学校を全市的な視野で整備されたい。

 NEXT 
神戸市内の特別支援学校においては、知的障害の児童生徒数の増加による狭隘化が当面の課題となっており、今後の特別支援学校の整備の在り方について検討するため、平成23年6月から「神戸市における特別支援学校整備の在り方懇話会」を開催しました。

同懇話会での議論については、長期的視点に立った特別支援学校の将来的な整備ビジョンを明らかにしていくため、障害のある児童生徒数の将来推計を行いました。

推計結果では、今後、知的障害以外の障害種別の児童生徒数はほぼ横ばいの傾向が続きますが、知的障害の児童生徒数は増加を続けるものと見込まれています。

神戸市としては、同懇話会からの意見を踏まえ、中長期的視野に立ち、かつ全市的な観点から特別支援学校の整備方策について検討を行います。

なお、特別支援学校の整備に関しては、県市の役割分担も必要であると考えており、今後とも兵庫県に対して、一定の負担を求めていきたいと考えています。
（16）家計の中で占める教育費の割合が年々高まっており、学校教育費は公費負担を基本とし、保護者負担の軽減を図られたい。

 NEXT 
神戸市では、経済的理由で就学等が困難な世帯に対する補助制度として、市立小・中学校の児童・生徒を対象とした「就学援助」や、高校生を対象とした「神戸市奨学金」等を実施し、教育費用に関する保護者負担の軽減に努めています。
（17）神戸市奨学金を市民の生活実態に合わせ、充実されたい。

 NEXT 
神戸市奨学金は、経済的な理由によって修学困難な生徒の通・修学保障のために重要な制度であると認識しており、給付制など、制度の維持に努めています。また、神戸市奨学金は給付制の奨学金としては政令市の中でも充実した内容のものであり、平成16年度以降は申請者のうち有資格者を全員支給決定しています。

神戸市奨学金の基準を満たさない世帯については、これをカバーする形で兵庫県の貸与制奨学金がありますので、市と県の制度で世帯の所得状況に応じた所得の役割分担が図られていると考えています。

神戸市の厳しい財政状況から、制度の拡充は困難ですが、国や県の動向を見守りながら、可能な限り神戸市奨学金制度の維持に努めていきます。
（18）朝鮮学校の子どもたちの保育・教育を保障するため、保育料の減免・授業料の無償化に努められたい。

 NEXT 
我が国に居住する外国人を専ら対象とする各種学校は、それぞれ独自の教育課程を有するものであり、都道府県の所管となっています。

また、高等学校等就学支援金の支給対象となるかどうか、文部科学大臣が指定することとなっています。朝鮮学校をその対象とするかどうかは国において議論されていることであり、神戸市としてコメントする立場にないと考えています。

なお、神戸市では、外国人市民の子弟教育の一翼を担っていることにかんがみ、兵庫県の補助に上積みする形で、他の外国人学校と同様、朝鮮学校に対しても助成を行っています。
３．充実した医療・介護・福祉をめざして

（１）国民健康保険の保険料を下げられたい。

 NEXT 
国民健康保険事業に要する費用は、保険料と国庫負担金等で賄うことを原則としていますが、神戸市においては、保険料負担の軽減をはかるため、一般会計から多額の繰り入れを行っています。

　国民健康保険料は、所得に応じて負担していただく仕組みとなっており、非課税世帯等については、均等割と平等割のみ負担していただいています。

　さらに、所得が一定の基準額以下の世帯については、7割・5割・2割の法定減額を適用し、前年に比べ所得が大幅に減少した世帯などには本市の自主減免制度を適用するなど、国民健康保険に加入している世帯の6割、約16万世帯の保険料の負担軽減をはかっているところです。

　国保と後期高齢者医療を含めた一般会計繰入金の総額は、平成24年度予算において303億円にものぼっており、神戸市の厳しい財政状況から、これ以上の繰り入れは困難と考えています。
（２）ホームヘルパーをはじめ介護保険に関係する人材を確保するため、地位と待遇が改善されるよう関係機関・団体へ市として働きかけられたい。

 NEXT 
労働行政は国・県の所管となっており、新規雇用や職場環境改善に対する助成など、総合的な雇用対策が実施されています。
また、ホームヘルパーなどサービス従事者個人の身分保障や待遇改善に関しては、基本的には労働関係法令の下、各事業者とサービス従事者との雇用関係の問題として解決がはかられるべき事柄であり、行政が労使間で決められるべき労働条件へ介入することは困難と考えています。
介護保険は、従来の行政の措置（委託）によるサービスの提供とは違い、サービス提供事業者は、国レベルで職員の人件費等も考慮されて決められた保険からの介護報酬に基づいて事業運営を行う制度となっており、国においては、介護従事者の処遇改善を図ることを目的にして、平成21年４月に手厚い人員配置を行う事業者や有資格者を多く配置する事業者などに対する新たな加算を創設することによって、プラス3.0％の介護報酬改定を行いました。
さらに、追加経済対策に約4,000億円の介護職員処遇改善交付金を盛り込み、介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対し、平成21年10月サービス分から資金が交付され、平成22年７月に行った国の調査によると、常勤換算で介護職員の給与月額が15,160円増加しました。平成24年４月には上記交付金が報酬の中に含まれる形でプラス1.2％の報酬改定が実施されており、介護職員の処遇改善が進められているところです。
神戸市としては、継続的に人材確保できるよう、介護報酬の適切な改定を国に要望しており、また、社会福祉法人等に対する指導監査においては、給与規定・就業規則など労働関係法令が遵守されているかどうかなどを確認し、それらが適切に運用されるよう指導しているところです。具体的には、現地で就業規則・給与明細等をチェックのうえ、不適切な部分があれば指摘し、必要に応じて改善報告を文書で提出していただくこととしています。
（３）障がい者や高齢者が安心して暮らせる、生活圏を大切にした地域コミュニティづくりをさらに推進されたい。また、その中心となるべき地域福祉センターに職員を配置するとともに、運営委員の公募などにより地域に開かれたものになるよう努められたい。

 NEXT 
神戸市では、地域コミュニティの育成と地域活動の推進の拠点施設として、概ね小学校区ごとに、地域福祉センターを整備しています。

全市で189か所ある地域福祉センターの管理運営については、地域の主体的・自主的活動を推進するため、地域住民自らが組織する｢ふれあいのまちづくり協議会｣を指定管理者とし、管理運営を委託しており、ふれあいのまちづくり協議会が自主的に高齢者・障害者・子どもを対象とした様々な活動を地域福祉センターで実施しています。ふれあいのまちづくり協議会は、婦人会、自治会、老人クラブ、民生委員児童委員協議会、子ども会等の各地域における各種団体の代表者等で組織され、委員の構成等は、協議会自身で決めています。

具体的な活動としては、ふれあい喫茶、ひとりぐらし高齢者料理教室、障害者との交流、子育てサークルなどの福祉分野があり、その他環境・教育・防災などの各分野においても、地域特性に応じた取り組みができるよう活動助成を実施しています。また、23年度より、より一層地域福祉の増進をはかるよう支援メニューの拡充を行い、24年度以降実施地域の拡大を目指していきます。

今後も、地域におけるまちづくり活動を総合的に支援するため、地域に身近な区役所が中心となり、地域福祉センターを拠点としたふれあいのまちづくり協議会活動を支援していきます。
（４）夜間の相談受付など精神障がい者支援措置を充実されたい。

 NEXT 
こころの健康センターでは、精神保健福祉相談員による精神保健福祉電話相談の他、家族や関係者を対象とした専門医による思春期やアルコール・薬物関連医療にかかる面接相談を予約制で行っています。

また、当事者や家族のより身近な各区役所・支所に精神保健福祉相談員を配置し、面接や電話による相談に加え、嘱託医による専門的な相談を実施する等、役割・機能分担しながら対応しています。

さらに、うつ病の回復期にある当事者を対象としたうつ病セミナーや、精神疾患を発病して間もない方の家族を対象とした家族セミナーを実施するとともに、出前トークを通じて精神疾患に関する市民の知識の普及・啓発の充実に努めています。

ご要望の夜間の相談受付については、県と共同で運営している精神科救急医療体制の一環として、精神科救急情報センターが、緊急に精神科治療が必要になった当事者や家族等からの医療相談を実施し、必要に応じ、適切な医療機関を紹介しています。

また、夜間相談受付ではありませんが、市内14箇所の障害者地域生活支援センターのうち９箇所では、窓口開設時間外においても、緊急時に電話対応できる体制をとっているところです。

今後とも、当事者やその家族が地域で安心して生活できるよう、利用していただきやすい精神科救急医療体制の充実とその周知に努めていくとともに、心理ケアに取り組まれている「神戸いのちの電話」等の民間団体との連携や支援にひきつづき取り組んでいきます。
（５）障がい者小規模通所訓練施設（作業所）が存続できるよう仕事の発注増などを関係団体に働きかけるなど就労支援を強化するとともに、助成金を充実されたい。

 NEXT 
小規模作業所については、これまでは法定外でしたが、一定の要件（法人格、人員基準等）を満たせば、障害者自立支援法に基づく自立支援給付や障害者地域活動支援センターなど新体系に移行することができるようになりました。

補助金については、21年度の「小規模作業所等のあり方検討会」報告を踏まえて、新体系への移行状況を考慮し、国・県の動向を見据えつつ、法人格の取得（1年間の経過措置期間を設ける）と移行計画の作成を条件とし、現行運営補助金を24年度まで継続することとしています。

また、同検討会の18年度の意見をふまえ、移行支援策として、小規模作業所、小規模通所授産施設、地域活動支援センターを対象として、自立支援給付へ移行するために必要な移転費用、改修費用、初度調弁に対する補助制度を19年度に創設しています。

さらに、日頃相談に行く時間がないとの意見をふまえ、会計処理や人事労務などの運営に関する課題や、授産活動や新体系移行に関する悩みなどを少しでも解消できるよう、事業サポーター（アドバイザー）を派遣する「神戸市小規模作業所等事業サポーター制度」を19年度に創設しており（年間50件程度）、21年度の検討会報告を受けて、これらの支援策も継続することとしています。

こうした小規模作業所への支援を引き続き実施することにより、小規模作業所の経営基盤の強化をはかっていきます。

小規模作業所や、障害福祉サービス事業所等に対する業務支援策としては、授産製品の積極的な活用等をはかっています。

平成22年度から神戸芸術工科大学、神戸市社会福祉協議会などと連携し「授産商品開発プロジェクトチーム」を設置し、障害福祉施設等に対してコーディネートを行い、デザイン面での助言・指導による「魅力ある商品づくり」や販路開拓への支援を行っています。

このほか、市等主催行事の記念品などで授産製品を活用、各種行事への小規模作業所、授産施設等のバザーの誘致、庁内での授産製品（パン等）の定期的販売などにも取り組むとともに、授産製品の活用について機会があるごとに市各部局に呼び掛けています。

今後とも、障害福祉サービス事業所等の製品販売及び授産活動ＰＲの支援に努めていきます。
（６）商店街・市場などの空き店舗をなくすとともに、小規模作業所支援の取り組みとして、空スペースを活用して作品展示や販売などができるよう、家賃補助・集客宣伝などの支援をされたい。

 NEXT 
商店街・小売市場は商業者の高齢化・後継者不足・空き店舗の増加等の問題が表面化しており、なかでも空き店舗の増加は、商店街・小売市場そのものの魅力低下につながっています。
そこで、平成20年度に、商店街・小売市場で大きな課題となっている空き店舗問題に対応するため、これまでの空き店舗対策について総合的に検証し、より有効な手法を検討することを趣旨として、商業者などの外部委員も入れたワーキンググループ方式による「空き店舗対策検討会」を実施しました。
この検討会において、空き店舗対策を中心としたプランづくりの重要性、外部のアドバイザー、コーディネーターによる支援の必要性、商店街・小売市場の経済的側面・社会的側面に着目した新たな支援策の必要性についての意見が出されたことを受け、平成21年度より商店街・小売市場が計画的・段階的に実施する空き店舗対策に対して新たな支援制度を創設しました。この制度には、商店街･小売市場が地域団体やＮＰＯ、学生等と連携し、コミュニティ施設を空き店舗に開設する場合に賃借料や内装工事費、広報費等を支援するメニューも用意しています。
空き店舗対策については、シャッターの下りた店舗を単に“埋める”ことだけに着目するのではなく、商店街・小売市場全体の魅力そのものを高める必要がありますが、商店街・小売市場は、立地・集積などの条件がそれぞれ異なっており、実情に即した施策が求められています。
商店街・小売市場は、厳しい状況にありますが、地元の支持に応えるため、それぞれ日々努力されており、今後とも、関係機関等と連携しながら、様々な施策により、商店街・小売市場の活性化を図っていきます。
そのほか、神戸市では、平成11年7月に、小規模作業所等の授産製品販売や授産活動ＰＲの拠点として「神戸ふれあい工房」を開設しています。

　また、授産製品の販売スペースとしては、しあわせの村内に設置しているほか、各種イベントでは小規模作業所等に対して出張販売の呼びかけを行うなど、販売促進の支援に努めています。
このほか、障害者の作品展示等授産活動ＰＲや授産製品販売促進のため、ふれあい工房において実施する福祉的事業（ショーウインドウを活用した障害者の授産活動に対する理解促進）に対する支援や授産製品の活用について、機会あるごとに市役所内各部局に呼び掛けを行っています。

今後とも、障害福祉サービス事業所等における授産製品の販売や授産活動ＰＲの支援に努めていきます。
（７）生活保護制度の充実に力を入れるとともに、ケースワーカーを増員して相談をより受けやすくなるようにされたい。

 NEXT 
生活保護の実施要領の改正については、国が開催する会議の場などにおいて各自治体から国に対して要望しており、例えば高等学校就学費が支給されるようになるなどの改正が行われています。今後も制度の充実に向けて国と協議していきたいと考えています。

生活保護の相談については、各福祉事務所に専任の面接相談員を配置し、懇切丁寧な対応に努めています。また、生活保護を申請された方には、担当のケースワーカーが相談に応じています。

　被保護世帯が増加しているため、平成24年度はケースワーカーを15名増員しています。財政状況が非常に厳しい中ですが、今後とも必要なケースワーカーを確保するよう努めていきます。
（８）成年後見制度がより使いやすいものになるよう改善し、周知されたい。

 NEXT 
成年後見制度とは、認知症、知的・精神障害などで、判断能力が不十分なため、自身で契約や財産管理などの法律行為を行うことが難しい場合に、家庭裁判所が成年後見人等を選任し、本人を保護・支援する制度であり、平成12年4月の介護保険制度と同時に創設されました。

後見の申し立ては、本人、配偶者又は四親等内の親族等が行うのが原則ですが、認知症高齢者、知的・精神障害者のうち、本人に身寄りがないか、親族が関与を拒否している場合には、市町村長が本人に代わって申し立てができます。

平成18年度より、市長申し立てを行った方のうち、生活保護受給相当の方に対し、申立費用と後見人報酬の助成を行っています。

また、平成23年1月に「成年後見支援センター」を開設し、センター職員及び弁護士・司法書士・社会福祉士による成年後見制度に関する相談や利用支援を行っています。制度の普及や浸透のためにも、市民や関係機関に、当センターを積極的に活用していただくことが重要です。そのため、今後も、出前トークなどにより、当センター及び成年後見制度の広報・啓発を継続していきます。

各区のあんしんすこやかセンターや障害者地域生活支援センターなどから当センターへ、当センターで受けた相談を区役所や専門職等適切な関係機関につなげるなど相互に連携をはかっています。今後とも、関係機関とのネットワークの輪を広げ、さらなる連携強化に努めていきたいと考えています。
４．暮らしやすい市民生活のために

（１）総合コールセンターの活用についてわかりやすく市民に宣伝されたい。また、観光客にも利用しやすいよう工夫されたい。

 NEXT 
神戸市では、総合コールセンターを「市民と職員を結ぶサポートセンター」として位置づけています。

具体的には、迅速かつ正確な応対品質とまごころを通じて、利用者の満足を追求するとともに、問い合わせ内容をまとめて職員にフィードバックすることにより、神戸市民の豊かで安心なくらしの実現に貢献する事業であると考えています。

平成23年度は、運用初年度にして、実際に56,712件の問い合わせを受け付けたということからも、一定の役割は果たすことができたものと考えています。また、実際にご利用いただくことで、市民の皆様に「神戸市総合コールセンター」を知っていただくことができたものと思われます。今後もより一層の利用促進に努めていきます。

また、神戸市の観光情報に関しては、市政や観光に関する情報発信拠点である総合インフォメーションセンターとの連携により、情報収集に努めています。観光情報の案内には、土地勘や歴史など幅広い知識が要求されますが、今後も引き続き、広報紙やホームページ、その他の情報媒体とも連携して、観光情報のみならず、あらゆる情報を総合コールセンターに集め、「市民と職員を結ぶサポートセンター」としての役割を果たしていきます。
（２）敬老パスの有料化で利用者が減っているが、引き続き見直しも含め利用しやすい制度となるよう検討されたい。

 NEXT 
敬老優待乗車制度は、高齢化の進展により、敬老パス交付枚数が大幅に伸びており、将来的にこの制度を破たんさせず、安定的に維持・継続していく必要があるという観点から見直し、平成20年10月1日から新しい制度として開始しました。制度開始後、2年間の激変緩和措置を設けましたが、平成22年9月30日をもって激変緩和期間が終了しています。

本制度を交通事業者の協力のもとに安定的に維持していくためには、利用者の一部負担はやむを得ないものと考えていますが、低所得者には年間150回程度無料で利用いただける無料乗車券を交付することや、利用頻度の高い方には通常の定期券を半額で購入できる制度を導入することで、高齢者の負担に配慮しています。　　

　敬老パスの利用状況は、平成22年度で1日あたり約7万4千人の方が利用しています。激変緩和期間終了後の利用者数は前年に比べてやや減少していますが、利用者の推移については短期間で傾向を把握するのは困難であり、長期的に見極めていくべきものと考えています。

敬老パスの交付枚数は平成23年9月時点では約18万8千枚であり，平成37年には約25万6千枚になる見込であり、利用者は確実に増えていくものと考えています。

本制度は将来的に制度を破綻させず、安定的に維持・継続するため見直したものであり、無料の制度に戻すことは、制度の破たんにつながるものと考えています。

　今後とも神戸市・交通事業者・利用者で支えあいながら、長期的に制度を維持・継続できるよう努めていきますので、皆様のご理解とご協力をお願いします。
（３）バスの優先レーンの効果を上げる取り組みを強められたい。

 NEXT 
市民の大切な足である市バスにおいては、定時性や安全性の確保が最も重要な要素であると考えています。

一方、違法駐車は市バスの走行環境を悪化させる一因となっていることから、従来から県警交通指導課、各所轄警察署に対し、必要な指導・取り締まりの実施を依頼しています。

バスレーンにおいては、平成24年4月現在市内で専用レーン19.55km、優先レーン58.99ｋｍあり、毎年春と秋の年2回「バスレーンを守る運動」として各所轄警察署と連携し、取締りと啓発活動を実施しています。また、関係機関と連携しドライバー等への啓発活動を行う｢走行環境改善キャンペーン｣なども行い、走行環境の改善に努めていくとともに、市街地中心部の乗降数の特に多いバス停において、バスレーン監視員を混雑時間帯に配置しバスのスムーズな発着が行われるよう取り組んでいます。

さらに、県への予算要望の中で、バスの円滑な運行を確保するため、バス専用･優先レーン設置の拡大、遵守規制の強化、ＰＴＰＳ（公共車両優先システム）の拡大、民間駐車監視員による取り締まりの強化等について要望しています。また、兵庫県警においては、放置駐車違反取締りを行う駐車監視員が市内の警察署管内で放置駐車車両の取り締り活動を行っています。

今後とも引き続き、皆様からいただくご意見・ご要望を参考にさせていただきながら、警察や道路管理者等の関係行政機関とも連携し、安全・安心な市バスを目指して、バスの走行環境を守る取組みをねばり強く行っていきたいと考えています。

　ご理解いただきますとともに、今後とも市バスのご利用をよろしくお願い申しあげます。

（４）コミュニティ（小型循環）バスの運行も含めて地域で要望の多いバス路線を検討されたい。

 NEXT 
現在、市バス事業は、乗客数の減少等により厳しい経営が続いており、また、規制緩和に伴う民営バスとの競争など、以前とは事業環境が大きく変化しました。
　このような厳しい状況に対応するため、事務事業の見直しなど抜本的な経営改革を鋭意進めているところです。
　また、市バス事業は公営企業ですので、事業の公共性に加えまして、企業性が求められるために、お客様の需要と効率性並びにそれに伴う採算性を十分に考慮した運営が求められています。
　したがって、バス路線の新設を検討するにあたりましては、当該地域における交通機関の整備状況や、新設に見合うお客様の需要が見込めるかどうかといったことを十分に検証するとともに、バス回転地や停留所等の確保などが大きな課題となります。
　市バス路線の新設につきましては、全市的に各地域から様々なご要望をいただいておりますが、要望全体として見ますと、乗客需要、採算性などの面で課題が多いのが現状です。
　また、地域に密着したバス路線の新設については、基本的に、採算の成り立つ需要があることが前提であり、運行するかどうかは事業者の判断に委ねられています。一方で、高齢で車を持たない人達の貴重な足として、既存のバス路線よりきめ細かなルートを循環する地域に密着したバスを運行する事例も全国的に生まれてきており、神戸市の一部の地域においても、そういった取り組みが行われています。

　例えば、東灘区では、地域に密着したバス路線の開設に、地域住民の方々が主体となって熱心に取り組まれた結果、民間バス事業者による｢くるくるバス（ＪＲ住吉駅～住吉台地区）｣が運行しております。試験運行や運行ルート・ダイヤの検討等、地域住民の方々による主体的な取り組みに対し、神戸市としては、情報提供やバス事業者との打ち合わせの場の提供等の支援を行ってきました。また、路線開設後も住民の方々によるバス利用促進の取り組みが続けられ、現在では採算が取れる利用状況であると聞いています。

　また、北区淡河町では、地域のＮＰＯが主体となって、ボランティアによるバスの自主運行を行っており、神戸市では、東灘区の事例と同様の支援や、国への登録に必要な関係者による会議を設置・運営するなど側面的な支援を行っています。

今後もこのような地域主体の取り組みに対して、引き続き、必要な側面的支援を行っていきたいと考えています。
　ご理解いただきますとともに、今後とも市バスと地下鉄のご利用をよろしくお願い申し上げます。
（５）阪神三宮駅東口設置等改修工事の進捗状況を明らかにするとともに、三層ネットワークで車いすがスムーズに往来できるように整備されたい。

 NEXT 
現在、阪神三宮駅周辺においては、阪神三宮駅改良事業が進められており、平成24年3月20日より新東改札口が供用開始され、あわせてミント神戸とさんちかをつなぐ新たな地下通路も利用できるようになりました。また、ミント神戸から中央幹線を横断する歩行者デッキと、デッキ・地上・地下を連絡するエレベーターが平成24年夏頃に完成する予定です。さらに、平成25年春の完成をめざし改築工事が進められている西改札口では、西改札口周辺の天井、壁面などの改修と案内サインの整備を引き続き行うなど、魅力的な地下空間の創出をはかっていきます。

また、歩行者動線の3層ネットワーク構想の推進について、阪神三宮駅周辺では上述のように整備を進めていますが、ＪＲ三ノ宮駅周辺では、通路幅が狭く混雑する、歩きにくい、階段が多いなどの改善すべき課題が残っています。交通結節機能の拡充・強化をはかるとともに、安全・快適で利用しやすい駅前空間とするため、現在、ＪＲ西日本と検討を行っており、そのなかで車いすなどバリアフリーに対応した歩行者空間や集客施設の整備に取り組んでいきます。

今後も、三宮が、「デザイン都市・神戸」の玄関口にふさわしく、誰もがわかりやすく、人にやさしい便利で快適な都市空間となるよう、引き続き努力していきます。
（６）駐車場の増設・整備をすすめるとともに、駐輪規制にともなうバイクの駐車場を設置されたい。また、有料駐輪場については、設置場所・設備を改善されたい。

 NEXT 
駐車場には、車を所有する個人が確保すべき車庫としての駐車場、施設・店舗などが利用者の利便性を目的として設置する駐車場、ビル等の専用駐車場、一般の一時駐車需要に対する駐車場などがあります。

  神戸市では、この内、都心部や駅周辺の交通混雑地域において、路上駐車によって円滑な交通が阻害されることを防止し、通行の安全を確保することを目的とし、不特定多数の市民の一時駐車需要に対応するための公共駐車場を整備してきました。これまで14箇所、約4，000台の公共駐車場を整備し、また、都心部では民間による一時利用駐車場の整備も進められています。これらの取り組みにより駐車需要に対するスペースが確保されていると考えており、現在のところ新たな公共駐車場を整備する計画はありません。

  自動二輪車の駐車場については、平成元年から公共駐車場での受け入れを開始し、順次拡大しています。平成24年4月からは、神戸駅南駐車場でも受入れを開始し、現在、三宮中央通り、三宮、和田岬、舞子駅前、新長田駅前、湊川公園とあわせて、合計7つの公共駐車場で自動二輪車を受け入れています。なお、駐輪場においても、125ｃｃまでの自動二輪車の受け入れを行っています。

  さらに、三宮や新長田などでは、民間事業者が展開している利便性の高い駐輪システムを活用した機械式の駐輪場や自動二輪車駐車場が整備されており、これらは短時間利用が無料であるなど、買い物客などに利用しやすい駐輪サービスとなっています。

  歩行者の安全性の確保の観点からも、歩道上の違法駐輪は問題だと考えており、今後も、駐輪場や自動二輪車駐車場の確保に努めたいと考えています。
（７）自転車道を設置に努め、歩行者等と自転車が安心して安全に通行できるよう、歩道との分離、交差点横断帯表示場所の変更など安全に配慮した改善をされたい。

 NEXT 
近年、自転車は、環境負荷が少ない交通手段として見直され、また観光・レジャーでの人気や健康志向の高まりなどから、市内でも利用ニーズが高まっています。

  一方で、利用者の増加に伴い、特に歩行者と自転車の事故の増加や放置自転車による歩行者の通行阻害などの問題が顕在化しており、安全で快適な自転車利用環境の実現が求められています。

  神戸市では、自転車走行空間の整備などの施策を計画の柱とする「神戸市自転車利用環境総合計画」の平成24年度早々の策定を目指して作業を進めており、今後は、この計画に基づいて自転車施策を推進していきます。

  自転車走行空間の整備については、この3月末に東灘区の「鳴尾御影線」において、車道に自転車の走行位置を着色し、道路交通法上の交通規制をかける市内初の「自転車レーン」の整備を行いました。

  神戸市としては、『自転車は、道路交通法上「軽車両」であり、車道の左側端を通行するのが原則となっている』ことを踏まえ、自転車利用の多い路線などから沿道利用等にも配慮しつつ、今回整備した自転車レーンを中心に、歩行者と自転車の積極的な分離をはかっていきたいと考えています。

  今後も、歩行者・自転車利用者の双方の安全を確保しながら、自転車が走行できる場所の整備を行い、安全・安心で快適な道路環境を創出していきます。
（８）高齢社会到来・ノーマライゼーションの立場から、段差のない歩道、滑りにくい歩道、電柱の埋設化など安心して通行できる街になるよう取り組みを広げるとともに、街角に高齢者などが気軽に休める腰掛け等を設置されたい。

 NEXT 
神戸市では、すべての事業にユニバーサルデザイン（ＵＤ＝人にやさしい、人がやさしいまちづくり）の視点を入れるとともに、市民や事業者の取り組みを推進・支援し、すべての人が持てる力を発揮し支えあうユニバーサル社会の実現をはかっていくこととし、神戸2015ビジョン（平成23年2月策定）においても、重点施策の1つにユニバーサルデザインの推進を掲げています。

また、平成23年度には「神戸市バリアフリー基本構想」を策定し、鉄道駅舎を中心とする重点整備地区において、建築物、公園、路外駐車場、道路等のバリアフリー整備、音響信号機の整備など、市内のバリアフリー化を推進していきます。重点整備地区以外についても、駅舎のバリアフリー化や道路の段差解消、波打ち歩道の解消を行うユニバーサル歩道整備事業に取り組むほか、市内の公園のバリアフリー化を推進していきます。

　歩道については、従来から幅の広い歩道や歩道と車道の段差が少ないコミュニティ道路など人にやさしい歩行空間の整備をはかるとともに、平成9年度より春と秋の交通安全運動期間を中心に市民とともに道路を点検する「交通安全総点検」を実施し、改善を行うことにより安心で快適な歩行空間の確保に努めてきました。

  平成14年度には、「神戸市バリアフリー道路整備マニュアル」を策定し、重点整備地区（三宮、元町、神戸、垂水）の駅と主要施設を結ぶ経路について、順次、歩道の段差・勾配等を改善する道路のバリアフリー化の整備を進めてきました。また、同マニュアルにおいて舗装の材質によるＢＰＮ値（すべり抵抗値）の目安を示し、すべりにくい舗装材料や雨水を地下に円滑に浸透させる透水性舗装の整備に努めています。

  さらに平成18年度からは、誰もが安心して歩ける安全なみちづくりを目指して、重点整備地区以外においても、全市的に歩道の段差や波打ちの解消を行う「あんしん歩道整備事業」を実施しており、誰もが利用しやすい歩道整備を進めています。

　腰掛け等については、坂道が続き、高齢者等が多く歩かれる路線のうち、主として十分な歩行空間を確保できる箇所について、道路のバリアフリー化整備などに併せて腰掛け等を設置している場合もあります。これからも現地の状況を勘案しながら、お年寄りなどが気軽に休めるベンチ等の設置について、検討していきます。

  また、電柱の埋設化（無電柱化）については、昭和61年度より電線類地中化計画を策定し、安全･快適な通行空間の確保、都市景観の向上や災害の防止などを目的として、電線類の地中化を進めています。

  これまでに、三宮・元町・神戸駅周辺などの都心部の主要道路や国道28号、山手幹線などの緊急輸送道路を中心に整備を進めてきました。また、震災の教訓を踏まえて、区画整理や再開発などの震災復興事業区域においても事業を進め、その他にも景観に配慮すべき地域（観光地）やポートアイランド2期地区などの新都市整備に合わせて、無電柱化をはかってきました。

  一方で、電線類を地中化するためには、施設設置のため、道路の地上及び地下に一定の空間が必要となることや、電線・電柱等を管理・供用している電線管理者（関電、ＮＴＴ等）の負担も必要となること、沿道家屋の受電設備の変更などが必要となることなど、電線管理者や地域の方々の理解と協力が不可欠となっています。また、公共事業を取り巻く状況も厳しいものがあります。

  このような状況ではありますが、関係者と協力し今後も、デザイン都市神戸として、安全快適な道路空間の確保や都市景観の向上、歴史的な街並み保全、防災対策などの観点から、積極的に道路の無電柱化を推進していきます。

今後も、様々なプロジェクトを推進し、誰もが住みなれた地域で安心して快適に過ごせる「ユニバーサルデザインのまち神戸」の実現に努めていきます。
（９）子どもが近くで安心して遊べる公園、遊び場を確保されたい。

 NEXT 
公園で遊ぶことは、子どもの成長にかかせないことであり、神戸市では、子どもたちが安全に遊べる身近な公園をバランスよく配置できるよう順次整備を進めています。

　平成24年度については、新湊川公園（長田区）や東霞ケ丘公園（垂水区）などの公園整備を行う予定です。

　また、既存公園について、老朽化した遊具などの計画的な更新、公園内のバリアフリー化などの改修を順次実施し、子どもたちが安心して遊べる遊び場づくりを進めていきたいと考えています。

　さらに、子どもたちが安心して公園で遊べるよう、小学校での「こうべ　みち・みず・みどりの学校」の1メニューの「正しく使って楽しい公園」の実施や、「美緑花ボランティアだより」に遊具の点検方法を掲載するなど、ソフト面での取り組みも行っていきます。
（10）子どもが自由にのびのび遊べる空間として「プレイパーク」づくりに取り組まれたい。

 NEXT 
プレーパークとは自分の責任で自由に遊ぶことを目的に、いろいろな禁止事項を廃した「冒険遊び場」のことであり、公園内を子供達がターザン遊びや、小屋づくり、どろんこ遊び等自由に遊べる場として、また不測の事態に対応できるよう大人のプレーリーダーを配置するものです。

　1943年にデンマークで始まったプレーパーク活動は、我が国では1979年に東京都世田谷区「羽根木公園」で最初の活動が始められました。

　神戸市内の公園においても、基本的には公園の一部を使った自主的な活動として、椿谷公園、奥須磨公園等で平成11年から市民主体の活動が始められ、年々拡がっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　プレーパークを通じて子供たちが自分の責任で遊び、挑戦することは、公園に親しみ、愛着を持つきっかけともなり、公園利用の活性化につながるとともに、子供たち自らが危険を察知し、それを回避する能力を高めることで子供たちの事故を減らすことにもつながると考えています。　

　このため、神戸市としても公園等において市民主体でプレーパーク活動を実施したいという声があれば、積極的に支援していきたいと考えており、平成13年度からは「まちの美緑花ボランティア制度」において、プレーパーク活動への助成を実施し、資金面でも市民主体のこういった活動を支援しています。

そのほか、児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊かにすることを目的に、原則1中学校区1館で児童館を整備しており、児童健全育成事業や子育て支援事業などを行っています。
（11）各種施設の利用料金について、値下げなど料金見直しをされたい。

 NEXT 
使用料及び手数料は、サービス提供に要する経費の一部を受益者から徴収するものであり、この料金がサービスを提供するコストと比べて低額に設定されるほど、受益者にとっては負担額が少なくなる一方で、残りの費用は市税などにより市民全体で負担していることになります。　そのため、応益原則にしたがって、受益を受ける方々と受けない方々との負担の公平性の確保という観点から、受益者には適正な負担をお願いしていく必要があります。

将来にわたって安定的に市民サービスを確保するため、国基準や他都市水準等との比較を行った上で、市民生活に配慮しながら、適正な料金設定に努めていきます。
（12）住民投票条例の制定を検討されたい。

 NEXT 
住民投票制度については、これまで国の地方制度調査会や全国市長会においても、「住民投票の対象とすべき事項」や「選挙で選ばれた長や議会の権限との関係」、「投票結果の拘束力のあり方」などが、引き続き検討すべき課題とされてきました。

このような状況の中、政府は、昨年の通常国会での地方自治法改正案の提出を目指していましたが、全国市長会をはじめ地方六団体は、「住民投票制度の創設にあたり、結果に拘束力を持たせることに関しては、拙速に制度化するものではなく、慎重に議論を重ねるべきだ」と主張し、反発しているところでした。

平成23年12月15日に、政府の改正案に対して提出された地方制度調査会の意見書では、拘束的住民投票制度の導入は、「住民自治の充実の観点から意義を有すると考えられる」ものの、「住民投票を実施する場合の対象のあり方や要件等について、更に詰めるべき論点があることから、引き続き検討すべき」とされました。

これを受けて、政府が国会に提出した地方自治法改正案において、住民投票制度の法制化は見送られることとなりました。

神戸市としては、今回の意見書で、引き続き検討すべき課題として指摘された「対象事項」や「投票結果の効力」などが、今後どのように整理され、法律上位置づけられるか、国の動向等を注意深く見守っていきたいと考えています。
（13）市民感覚とかけ離れた市会議員の費用弁償を改められたい。

 NEXT 
費用弁償については、平成22年第3回定例市会（平成22年10月26日本会議）において条例改正がなされ、議員の居住地の区分に応じて、3,000円～5,000円を会議等に出席したときに支給することへ変更されました。

　改正前は、議事堂から議員の住所までの直線距離の区分に応じて、8,000円～14,000円を会議等に出席したときに支給していましたが、議員より、費用弁償の抜本改正を行う議案が提出され、条例改正されました。その改正の趣旨は、費用弁償に関する最高裁判決の内容に基づき、かつ、他の政令指定都市との均衡や神戸市の厳しい財政状況を鑑みて見直しを行うものでした。

　なお、改正された条例は、平成22年11月１日に施行されています。
５．働く人びとのために

（１）ハローワークで恒常的にワンストップサービスが受けられるよう市として積極的に協力し、関係機関に働きかけ実現されたい。

 NEXT 
政府の緊急雇用対策における貧困・困窮者支援のためのアクションプランのひとつとして、ワンストップ・サービス・デイが提案され、神戸では平成21年11月30日と12月22日にハローワーク神戸でワンストップ・サービス・デイを開催しました。雇用施策、住宅手当、生活保護、総合支援資金貸付などの相談を受け付け、内容に応じて福祉事務所や社会福祉協議会に連絡し、各サービスを利用できるよう支援しました。

　このワンストップ・サービス・デイの実施結果を踏まえ、ワンストップ相談機能を充実させることを目的として、「住居・生活支援アドバイザー」が全国の主要なハローワークに配置されることになりました。兵庫県では平成22年3月から15名のアドバイザーが配置されております。これにより、日常的にワンストップ・サービスがハローワークにおいて受けられるようになりました。

　また、ハローワークが年末に実施している「１日生活福祉・就労支援相談」に神戸市や兵庫県社会福祉協議会からも職員を派遣し、相談者が適切なサービスを利用することができるよう連携して対応しています。

なお、神戸市では、平成18年2月に、ハローワークをはじめとする市内就労関係機関で「神戸ワーク･ネットワーク」（就業促進協議会）を設立し、働く意欲を持った方が働くことができるよう、合同就職面接会やセミナーなど、各団体が連携・協力しながら就業支援の取組みを進め、就業環境の向上をはかっています。今後も、ハローワークと積極的に連携・協力しながら、市民の就業環境の向上に努めていきます。

（２）「2万人の雇用創出」については、これまでの成果と課題を整理され、継続的な雇用となるよう努められたい。

 NEXT 
神戸市では、市民生活を支える基盤である安定した雇用の場を確保するため、平成14年3月に神戸市雇用対策本部を設置するとともに、「2万人の雇用創出」に取り組んでいます。
現在は第3次として平成22年度より4ヵ年で2万人の雇用創出を目指して全庁的に施策を推進しています。

第3次での雇用創出は、平成22年度では予定人数を上回り、23年度は上半期時点で計画人数の6割超の状況となっています。

雇用の維持・安定については、正規雇用の拡大も含め、市が誘致した企業に対して要請しており、今後も引き続き要請をしていきたいと考えています。

その他、市内の関係機関で設立した「神戸ワーク・ネットワーク」において、ハローワークや兵庫県と連携して正規雇用を前提とした就職面接会の開催などの就労促進策や国の交付金の活用による「緊急雇用創出事業」、「ふるさと雇用再生事業」への取り組みのほか、企業誘致の促進や中小企業の活性化に関することなど、産業の活性化への取り組みとあわせ、「2万人の雇用創出」の達成に取り組んでいきたいと考えています。
（３）震災時の経験を生かし、企業が雇用調整助成金などを活用してワーキングシェアなど、解雇者を増やさない取り組みができる環境づくりに努められたい。

 NEXT 
神戸市では、従来より、誘致した企業等に対して雇用機会の確保について要請しており、平成24年4月にも従業員の雇用の維持・安定に努めていただくことについて要請したところです。今後も、機会を捉え継続的に要請をしていきたいと考えています。

また、雇用調整助成金については、企業がより利用しやすい制度となるよう、国に対して制度の拡充や要件緩和を要求してきているところです。

さらに、就業環境を改善するために市内の関係機関で設立した「神戸ワーク・ネットワーク」において、ハローワークや兵庫県と連携し、就職面接会を開催しているほか、現状の厳しい雇用状況を踏まえ、国の交付金を活用した「緊急雇用創出事業」を実施し、就業機会の確保をはかっています。
今後も、「神戸ワーク・ネットワーク」において、国や兵庫県等との情報交換を行いながら、各機関との役割分担と連携した取り組みの実施により、就業機会の拡大をはかっていくとともに、平成22年度より取り組んでいる第三次「2万人の雇用創出」により、新たな雇用の場の創出をはかっていきたいと考えています。
（４）市及び関係団体でのアウトソーシングを可能な限り増やさないようにし、実施する場合はいわゆる「偽装雇用」とならないようにされたい。

 NEXT 
神戸市では、震災以降の厳しい財政状況にあっても、「市民のくらしと安全・安心を守る」という行政の使命を果たすため、震災直後から行財政改革に着手し、現在に至るまで切れ目のない取り組みを続けることで捻出した財政余力により、市民サービスの維持・向上をはかってきました。

　民間活力の導入については、外部委員による事務事業評価も活用し、行政が責任を持って行う分野、行政と民がともに行う分野、民に任せていく分野といった官民の適切な役割分担を十分見極めながら、可能なものから導入をはかることで、市民サービスの維持向上等につながるよう取り組みを進めてきました。

平成23年度から5年間の行財政改革の計画として取り組んでいる「神戸市行財政改革2015」においても、事務事業の最適化を目標に掲げており、市民・事業者・行政の適切な役割分担を見極め、民間活力を導入していくとともに、事務事業の選択と集中などを進めていきます。

　今後とも、責任ある行政サービスとしての継続性や安定性、労働関係法令の遵守等に十分留意しながら、市民の安全・安心を守ることを大前提として、個々の業務に相応しい手法により民間活力の導入を進めていきたいと考えています。
（５）入札、指定管理者制度の委託に際しては、労働者の雇用維持、労働条件の低下のないように指導されたい。また、入札等に当たっては、雇用・男女共同参画・環境など市政がめざす方向と一致するよう総合評価方式を導入されたい。

 NEXT 
公共工事の発注については、地元業者の受注機会の増大をはかるため、従来から地元優先発注、できる限りの分離・分割発注等に努めてきています。今後とも、引き続き地元業者の受注機会を確保していきます。
また、労働者の賃金や労働条件については、労働基準法や最低賃金法で規制されており、神戸市としても、労働基準法等の労働関係法規を遵守し、適正な労働条件を確保するよう、契約時等あらゆる機会に要請してきています。
なお、法律に違反した事実が関係機関により確認され、指導、勧告等の行政処分が行われた場合は、神戸市としても指名停止等の措置により厳格に対応していきたいと考えています。
　また、入札制度においては、競争性や公正性の確保及び、契約の履行の確保の点が最も重要であると考えており、雇用・男女共同参画など企業の社会性の評価についても、重要な視点ではありますが、入札において多岐に渡る社会性の評価をもって制約をかけることは最低限に留めるべきと考えています。

この考え方に基づき、企業の社会性の評価については、従来より、業者登録時の格付けにおいて、障害者雇用や環境認証などに限定して主観点数の加点を行っているほか、総合評価落札方式の評価項目の中で環境認証の加点を行っています。

　さらに、平成24・25年度登録からは男女協働参画に関して新たに加点を行う見直しを行ったところです。

なお、男女協働参画に関しては、契約時に「育児・介護休業法、次世代法の遵守について」という文書を配布し、事業者の啓発に努めています。

そのほか、指定管理者制度にかかる労働者の雇用の点については、事業者は指定管理者の指定を受けた当該施設だけで運営を行っているわけではなく、さまざまな事業活動を行っており、そうした活動全般を通じて人材の配置がなされていくのが一般的であると考えています。また、賃金や労働条件は、労働基準法や最低賃金法などの労働関係法規の遵守を大前提として、受託事業者の責任において決定されるものであると考えています。
（６）賃金・労働条件の切り下げを防止し、当該労働者が安定して働き暮らせるよう、公共サービス基本法に沿った措置を講ずるとともに、公契約条例の制定を前向きに検討されたい。
公共サービス基本法第5条にある地方公共団体の責務は、国との適切な役割分担を踏まえたものであり、労働行政については、国による役割分担と考えており、労働条件などといった事柄については、基本的には労使間で決定されるべきもので、公契約制度については、特定の地域において実施すべきではなく、国の労働行政分野において、全国一律に法律で規定すべき事項であると考えています。なお、最低賃金については毎年引き上げが行われ、兵庫県においては、生活保護費と最低賃金の逆転現象は解消されています。
しかし、神戸市においても公契約に携わる労働者について適正な労働条件や賃金水準を確保する必要があるということは十分認識しています。この考えに基づき、ダンピング対策の強化や事業者に労働関係法令等の遵守を求めることで、間接的ではありますが、労働者の適正な労働条件の確保をはかってきたところであり、今後も公契約に携わる労働者のためにこれらの施策を充実させる必要があると考えています。

公契約条例については、労働者の適正な労働条件等の確保のために既存の法令等に加えて条例を制定することが必要なのか、制定している自治体での効果は出ているのか、さらに実際の事務量や事業者への影響等はどうなのか、といった点について十分に検証する必要があると考えており、まずは先行して制定されている他都市の状況を把握したいと考えています。

　尚、現在、労働者の労働条件の確保については、国の「公共工事の入札及び契約の適正化をはかるための措置に関する指針」に基づき、入札・契約制度の見直しによるダンピング対策を行うことにより対応し、発注に際しては、仕様書等において、入札参加者に対し、「労働基準法」等労働関係法令の遵守を求めています。

また、労働者使用関連法に違反し、神戸市指名停止基準要綱に抵触するような場合には、厳格に運用していきたいと考えています。 NEXT 
（７）ホームページの「こんなときは」の項目に「働く」を設け、各種相談・サービスの情報を紹介するようにされたい。

 NEXT 
神戸市では、利便性の高いホームページの実現に向け取り組んでおり、この度、ホームページへのアクセス状況と利用者アンケートの調査分析をもとに、トップページリニューアル案を制作しました。

このトップページリニューアル案では、「くらしの情報」というコーナーを新たに設け、「仕事」の項目に、「しごと情報案内板 Kobe Job Navi」や「一般労働・職業相談」、「各種助成制度」、「シルバー人材センター」などのページへのリンクを掲載しています。

現在、このトップページリニューアル案に関するアンケートを実施しており、皆さまからいただいたご意見をもとに、リニューアル案を実際に採用するかどうかを検討していきます。

この度いただいたご要望とあわせ、アンケート結果や専門家の意見などを参考に検討を重ね、今後も利便性の高いホームページとなるよう努めていきます。
（８）若年勤労者などが自らの地位と権利を守り働けるよう、労働や社会的権利、また困ったときの相談窓口などを紹介する冊子を作成するとともに啓蒙に努められたい。

 NEXT 
神戸市では、市民のみなさんがさまざまな悩みに直面された時に、解決する糸口を見つけていただくことを目的として、平成22年11月より、「暮らしのサポートブック」を作成・配布しています。区役所・支所・出張所など市の関連施設のほか、駅・スーパーマーケット・コンビニエンスストア、銀行、病院など多くの民間企業にご協力をいただき、設置しています。平成22年は「第１号　雇用問題」と「第2号　介護」を発行しております。「第１号　雇用問題」においては、万が一失業した場合にどう動けばいいのか、について時系列にまとめており、相談機関や生活資金の給付・貸付や税金・保険料の減免窓口など知っていると役立つ情報を横断的に掲載しています。その中で、比較的キャリアの浅い人（若年勤労者）に対する情報提供や相談窓口などを紹介しています。

また、神戸市の中学校及び高等学校では、各学校独自に「進路の手引き」を作成・配布し、就職を含む進路学習を実施しています。手引きは、卒業後も活用できるよう次のような内容を掲載しています。

　＜「進路の手引き（就職関連ページ）」内容例＞
　１社会人として
　　　中学校では、全員が、「１．社会人になることの意味」「２．社会が求める人材」「３．就職試験の内容と面接の心構え」等、景気の動向に関わらず、将来の就職に向けて必要な、最低限の知識や心構えを学べるよう構成されています。

高等学校の手引きは「１．求人票の見方」「２．履歴書の書き方」「３．面接試験の心得」等、就職するに当たり、より具体的な情報を提供する内容となっています。
　２気持ちよく働くために
　　　　気持ちのよいあいさつをしよう
　　　　毎日元気に出勤しよう
　　　　欠勤するときは連絡をしよう
　　　　清潔で時と場所を考えた服装を心がけよう
　　　　分からないことや困ったことができたら同僚や上司に相談しよう
　　　　体を大切にしよう

　　　　など社会人としてのモラルやマナーを示す内容となっています

　３くらしの設計
　　　　給料とは　収入と支出　買い物と契約（困ったときのＱＡ）
　４学ぶということ
　　　　定時制高校で学ぶ　仕事から学ぶ　本・テレビ・映画から学ぶ

　　　　中学校では働きながら学ぶということもとりあげている。
　５自由時間をたのしく
　　　　自由時間を有意義に過ごすための公的機関の紹介など
　６　あなたの相談室
　　　　仕事、暮らし、勉強、健康などに関する相談機関の紹介など

以上のような冊子を活用しながら、神戸市の全ての中学校及び高等学校では、将来自立した社会人となるために不可欠な社会や集団への適応力の育成や、望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を育てるキャリア教育を、3年間もしくは4年間を通じて計画的に行っています。

また、神戸市では、若者の就労等支援として、平成18年8月から、ＮＰＯ法人こうべユースネットに委託し、「こうべ若者サポートステーション事業」(国委託事業)を実施しています。さらに「高校中退等アウトリーチ事業」(国委託事業)により、ニート状態になることを未然に防止するための早期支援対策として、進路の決まっていない高校中退者等を対象に、キャリア・コンサルタントなどによる自宅等への訪問支援を実施し、サポートステーションへの円滑な誘導に結び付くような活動をしています。

これらの事業について、チラシ等を作成・配布しているところですが、今後も啓発に努めていきます。
（９）勤労会館の機器の更新を計るとともに、インターネットが利用できるようにするなど利便性を向上されたい。

 NEXT 
勤労会館は、昭和55年4月の開館以来32年を経過しており、施設・設備の老朽化が進んでいます。財政状況が厳しい中で、毎年、利用者の意見も参考にし、必要性・緊急性に配慮して改修工事や備品の更新に努めています。

平成24年度予算では、屋上防水シートの更新や大ホールの音響機器の更新などを予定しています。

インターネット関連では、指定管理者である神戸いきいき勤労財団が公衆無線ＬＡＮ接続サービスの導入を計画しています。

今後とも、施設・設備の定期的・日常的な点検を実施する中で施設内容の状況把握に努めるとともに、利用者からいただくご要望やご意見を参考にさせていただきながら、神戸いきいき勤労財団とも協議しつつ、必要な施設改修や設備更新等に努めていきます。

（10）市独自の勤労者相談やサポート、労働情報サービスの提供など、勤労市民課の機能強化に努められたい。

 NEXT 
勤労市民課では、昭和47年より、勤労市民の福祉と社会的地位の向上をはかることを目的として勤労市民を取り巻く諸情勢について適格な情報を提供するとともに、市政に関する情報提供、勤労市民の意見交換の場として、「勤労市民ニュース」を発行してきました。

　平成17年度には、より早く、そしてより多くの勤労市民の方々へ適格な情報を提供するため、ホームページへと移行しました。

　今後も、様々な労働情報や勤労者が役立つページをより親しみやすいものにしていくため、勤労市民ニュース編集委員会でのご意見等も踏まえながら、引き続き創意工夫をしていきたいと考えています。

　また、市役所2号館1階の市民相談室では、市内在住・在学・在勤者を対象として、労働相談をはじめ、日常生活で生じる様々な問題について、面接による相談を受け付けています。

　そのほか、神戸市では、市民のみなさんがさまざまな悩みに直面された時に、解決する糸口を見つけていただくことを目的として、平成22年11月より、「暮らしのサポートブック」を作成・配布しています。「第1号　雇用問題」においては、万が一失業した場合にどう動けばいいのか、について時系列にまとめており、相談機関や生活資金の給付・貸付や税金・保険料の減免窓口など知っていると役立つ情報を横断的に掲載しています。その中で、比較的キャリアの浅い人（若年勤労者）に対する情報提供や相談窓口などを紹介しています。
また、神戸市では、厳しい雇用情勢をふまえ、平成21年度より、神戸市就労相談窓口を設置し、就職をめざす方を対象に、相談員（キャリアカウンセラー）による就労相談を実施しています。

他方で、兵庫労働局では、フリーダイヤルによる情報提供を行っているほか、神戸市内の3箇所に総合労働相談コーナーを設置し、労働問題に関するあらゆる分野の相談に応じ、情報を提供するワンストップワービスを実施しています。さらに、兵庫県においても勤労者相談窓口を開設していますので、これらをご利用いただきたいと考えています。

さらに、神戸いきいき勤労財団では、高年齢者や若年者等の就業支援を目的に、就職力の向上をはかるための資格の効用や選び方などについて説明する資格取得支援セミナーや、社会保険労務士や簿記など個別の資格取得のための受験対策講座、採用市場の現状認識や自己分析、職務経歴書の作成方法など実際の就職活動に役立つ内容の中高年齢者再就職支援セミナーなどを開催しています。また、社会的企業を起業、運営していく地域活動リーダーの育成を支援する「コミュニティビジネス実践講座」を開催するほか、就業や生きがい創造などについて専門機関の紹介や諸施策に関する情報提供を行う「生涯いきいき情報センター」を開設しています。

今後とも、関係機関との連携強化をはかりながら、引続きこれらの事業の充実に努めます。
（11）広く勤労者福祉行政の推進について懇談する場として、「市政懇」以外に神戸地区労との間に懇談の場を設けられたい。

 NEXT 
神戸地区労働組合協議会の皆様との懇談の場として、以前より定期的に市政懇談会を開催させていただいています。この懇談会は、勤労者の皆様の市政へのご意見・ご要望を伺う場として、そして、神戸市の市政への取り組みについて、ご理解をいただく場として、非常に有意義なものと考えており、今後も実施していきたいと考えています。

　また、勤労者の皆様と市政をつなぐ窓口として勤労市民課を設けていますので、市政懇談会の場以外にも、さまざまな機会を通じて広く勤労者福祉行政の推進をはかっていきたいと考えています。
（12）「市政懇談会」を５月末まで、「市政見学会」を１１月中旬までに開催されるようにされたい。

 NEXT 
「市政懇談会」および「市政見学会」は、勤労者の皆様の市政へのご意見・ご要望を伺い、また、神戸市の市政への取り組みをご理解いただく場として、毎年開催させていただいています。

神戸市では、皆様からの要望内容を十分に踏まえ、新年度予算を編成し、各部署においてそれぞれの施策を実施していますが、事業の進捗状況も様々であり、また、皆様へできるだけ内容の充実した回答をしたいと考えていますので、開催時期のご要望に添えない場合があることをご理解いただきたいと思います。

今後とも、より一層有意義なものとして開催したいと考えていますので、皆様からのさらなるご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
６．平和・文化的な国際港都・神戸をめざして

（１）日本非核宣言自治体協議会への加入を検討するとともに、平和学習ツアー、核実験などに抗議する抗議文の発出、啓蒙、啓発行事など非核・平和行政の推進をはかられたい。

 NEXT 
神戸市では、これまで本庁舎での平和啓発の横断幕の掲出（８月中の２週間）などを行い、平和啓発に努めてきました。

　平和は、市民生活を営む上での基本要件であり、市政の運営にあたって平和を基本とすることは当然のことと考えています。市会においても、昭和５８年に「非核平和都市に関する決議」を行っており、これらの市会決議を尊重して、平和なまちづくりに取り組んでいます。

　日本非核宣言自治体協議会に加入しているか否かに関わらず、平和が市民生活を営む上でも、市政運営においても基本であるという考えに変わりはなく、ご指摘の日本非核宣言自治体協議会への加入については検討の予定はありませんが、今後とも平和啓発に努めるとともに、各部局における施策を実施していく中で、平和なまちづくりを実現していきたいと考えています。
（２）神戸空襲や戦争の痕跡などを保存し、紹介するリーフレットなどを作成するとともに、要望のある犠牲者名簿の作成に市としても積極的に協力されたい。

 NEXT 
神戸市では、本庁舎での平和啓発の横断幕の掲出や、ホームページ「神戸　災害と戦災　資料館」の公開、さらに平成17年度から毎年「戦災関連資料展」を開催するなど平和啓発につとめてきました。ご提案のリーフレット等の作成は検討しておりませんが、神戸空襲で多くの市民がお亡くなりになられたことを忘れず、また、平和の尊さを後世に語り継いでいくため、神戸空襲死没者の情報を平成23年6月から収集しています。

今後も引き続き、情報収集により市民の皆さまからご提供いただいた死没者の情報については、神戸空襲死没者名簿を編纂しておられる「神戸空襲を記録する会」に提供し、同会が行う名簿編纂事業を支援していきます。

　また、「神戸空襲を記録する会」を中心として平成25年8月の完成を目標に神戸空襲死没者のモニュメント建設を予定しています。
（３）ホームページの「神戸　災害と戦災　資料館」の自然の「災害」と人為的な「戦災」を切り離し、別個のものとしてもうけるとともに、平和希求の啓蒙・啓発ができる平和記念館（室）を御影公会堂などの既存の施設を利用するなどして開設されたい。

 NEXT 
神戸市では、平成10年度から資料等の散逸を防ぐため、戦災関連資料や戦争体験談の収集を行っており、現在のところ平和記念館（室）の開設は考えておりませんが、収集を行ってきましたこれらの資料の一部について、平成17年8月より、「神戸　災害と戦災　資料館」ホームページを作成し、公開しています。

　このホームページは「戦災に関すること」に留まらず、「阪神・淡路大震災に関すること」「神戸の水害に関すること」の３つのカテゴリーで構成しており、写真等の画像を中心にして、見ていただいた方に「命の大切さ」「平和の尊さ」を考えるきっかけにしていただきたいと考えています。
（４）自衛艦の寄港では目的外利用が多く、自衛隊をはじめ軍艦の商業埠頭利用については反対されたい。また、「神戸まつり」や市民行事等への自衛隊参加に反対されたい。

 NEXT 
神戸港には海上自衛隊の施設が東部第３工区にあり、通常、自衛隊の艦艇はこの施設を利用しています。
港湾施設の利用については、港湾法上（第13条第２項）で不平等な取り扱いをしてはならないと規定されており、公共岸壁の利用に際しては、港湾荷役や船客の乗降に支障がないかどうか、また水深や岸壁延長等物理的にも着岸可能かどうか等を検討し、けい留の許可を行っています。

神戸まつりは、市民参加のまつりであり、誰でも参加申込できることを基本に参加者を一般公募しています。
　神戸まつりへの自衛隊参加については、一般公募による申込内容がマーチングバンドや郷土芸能の披露ということであれば、神戸まつりの趣旨にふさわしくないものとは思われません。

今後とも、神戸まつりが市民の誰もが気軽に参加して楽しめる市民のためのまつりとなるように、より一層の工夫をしていきたいと考えています。
（５）自衛隊の一部を災害救助隊に改組するよう国に働きかけられたい。また、自衛隊が参加する防災訓練に学校行事として児童を参加させることがないようにされたい。

 NEXT 
神戸市では先の阪神・淡路大震災での教訓を踏まえて、平常時から県警察や海上保安庁、自衛隊などの関係機関と連携し、災害時に円滑な協力がいただけるように取り組んでいくことが重要であると考えています。

防災訓練は、災害発生時に一人でも多くの命を救い、減災できる体制づくりを図るために、地域住民や学校の児童・生徒などの避難訓練等を実施するもので、自衛隊を含めてできるだけ多くの関係機関が参加して実施することが必要であると考えています。

また、神戸市では、災害救助のあり方については阪神・淡路大震災での教訓をふまえ、災害時には、危機管理室を中心にした防災関係機関と円滑な連携を行えるよう防災訓練等で取り組んでいきたいと考えています。
　神戸市立の学校では、年3回程度の防災訓練を実施しており、その内容は火災訓練や地震訓練、津波想定訓練などで、学校や子どもの実態あるいは地域の実情に合わせて自主的に計画し取り組んでいます。

また、災害時の保護者への児童引き渡し訓練など、ＰＴＡや防災福祉コミュニティと連携した訓練を積極的に行う学校も増えてきています。

現在191の防災福祉コミュニティが成立し、全ての小学校区で多様な活動が展開されています。防災訓練については、学校行事として児童・生徒のみで実施する場合と、保護者や地域住民、防災福祉コミュニティの参加を含めて実施する場合があります。

学校行事とは別に、防災福祉コミュニティ主催の防災訓練で休業日に実施するものに、保護者の判断で自主的に児童・生徒の一部が参加することもあります。
　今後も、このような地域・保護者と連携した防災教育や訓練の推進をはかっていきたいと考えています。また、引き続き、消防局と連携した「神戸市防災教育支援プログラム」を実施し、体験的なメニューの充実をはかっていきます。
（６）核兵器積載艦艇の入港を認めない「非核神戸方式」を引きつづき堅持されたい。また、学校副読本や市民配布冊子として「非核神戸方式」を紹介されたい。

 NEXT 
神戸港が国際商業貿易港としての役割を果たすとともに、市民・利用者が安全で安心できる港でなければならないと考えており、昭和50年3月市会での全議員一致による「核兵器積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決議」を尊重して、今後とも事務を進めていきます。

また、神戸市では、これまで「神戸　災害と戦災　資料館」ホームページや平成17年度より毎年8月に開催しております「戦災関連資料展」などにおいて、平和啓発に努めてきています。

市政の運営に当たっても、平和を基本とすることは当然のことと考えており、今後とも、平和啓発に努めるとともに、各部局における施策を実施していく中で、平和なまちづくりを実現していきたいと考えています。

一方、副読本に非核「神戸方式」という記述はありませんが、生徒が平和について考える学習などで、非核「神戸方式」について学べるよう、副読本に神戸市のホームページのアドレスを記載するなどの工夫を行っています。
（７）神戸空港の現状と今後の見通しについて、安全・環境・需要予測などそれぞれ課題ごとに検証し、市民に明らかにされたい。

 NEXT 
神戸空港については、開港からこれまでに累計で約1,570万人の方々にご利用いただき、関西圏の空の玄関口として定着しています。

平成24年4月現在、全日空・スカイマークが、札幌（新千歳）・茨城・成田・東京（羽田）・長崎・熊本・鹿児島・沖縄（那覇）の8路線を就航しています。これは、開港以来、最多の路線数であり、今後、ますます利便性が向上するものと考えています。

（平成24年4月現在：27便→5月：28便）

また、スカイマークにおいては、格納庫の供用が開始され、「西の拠点」としての環境が整ったことで、さらなる増便や新規就航を働きかけているところです。

今後も、引き続き、兵庫県・神戸商工会議所・航空会社・旅行会社とともに、全力をあげて利用促進に取り組むとともに、航空会社に対して、増便・新規就航・機材の大型化を働きかけることで、利用者にとって一層利便性の高い空港となるよう努めていきます。

航空会社を取り巻く経営環境が景気後退などにより、厳しさを増している中で、航空各社においては、燃料効率の良い機材への更新や全般的な業務改善によるコストの抑制など、経営努力を継続的に実施し、航空輸送サービスの提供にご尽力いただいているところです。

また、神戸空港においては、開港以降、航空会社の安全運航への取り組みにより、大きな事故もなく安全な空港運営が進められてきています。

　神戸市としては、空港の安全で適切な管理運営に努めるとともに、航空各社に対しては、引き続き、さらなる安全運航を求めていきたいと考えています。

また、環境面では、環境への影響を軽減するというこれまでの環境対策にとどまらず、市民に開かれた水辺や海域の生態系にも配慮したより良い環境を創造する「エコアップエアポート」を目指して、総合的な環境対策に取り組んでいます。

　空港島の護岸は、外周7.7㎞のうち岸壁等を除く6.7㎞の部分を、藻類や魚介類の生息場所となる浅場を備えた緩傾斜石積みの環境創造型護岸としており、多様な生物の生息が確認されています。

　さらに、空港島西緑地は、広く市民に開かれた親水公園として整備するとともに、海の生物、海浜植物などの観察ができる環境学習の場として活用しています。開港後は、小学生を対象とする学習会を開催したほか、大阪湾及び周辺海域で混獲されたウミガメを西緑地の人工海水池に、これまで延べ21頭保護し、ＮＰＯ法人や市民とともに健康調査やウミガメ・エコツーリズムを実施しているところです。

航空機騒音についても、常時監視、定点監視を実施していますが、航空機騒音にかかる環境基準である「うるささ指数」は70を下回っており、日常生活に支障のないレベルとなっています。また、これらの結果は神戸空港のホームページに随時掲載してお知らせしています。

今後とも、空港島全体での環境保全・創造を推進していきたいと考えています。

神戸空港の需要予測については、国土交通省通知「国内航空需要予測の一層の精度向上について（平成13年12月）」に沿って、需要予測の精査を行い、平成14年度にその結果をまとめています。

　予測の作業にあたっては、便数等の利便性の反映、最新の政府経済見通しの反映等を考慮し、最新の知見により予測モデルを構築し、精度の向上に努めたものです。

予測の内容については、学識経験者による「神戸空港需要検討会」を設置し、予測手法や前提条件などについて慎重に検討いただき、妥当なものと評価をいただいたものです。また、予測過程の透明性を確保するため、検討会の会議は公開で開催し、資料もすべて公開しています。

このように、「平成14年度神戸空港航空需要予測調査」は、客観性、透明性に配慮し、最新の知見と公式な手法に基づいた妥当なものであり、またこの予測の考え方について国に確認したところ、現在でも妥当なものであるとの見解をいただいています。
神戸空港は、神戸経済の活性化に不可欠な都市装置であり、今後とも利用促進に取り組み、利用者にとって一層利便性の高い空港になるよう努めていきます。
（８）神戸港に“港で出会う”オブジェ（群）を創られたい。

 NEXT 
神戸港には、市民や観光客などの来訪者に“みなと”を感じていただけるよう、メリケンパークに、シンボルとなる「フィッシュダンス」やコロンブスの航海500年を記念して建造された「サンタ・マリア号」の復元船など多数の船を展示保存しています。

また、新港突堤西地区にある神戸海軍操練所跡地では錨の形をした記念碑が設置されているほか、初代オランダ領事であるボードワン氏の銅像がポートアイランド北公園に新たに設置されるなど、神戸港内には数多くの記念碑が設置されており、これらは神戸港の歴史を伝える貴重なオブジェとして訪れる方々に親しまれています。

また、ご承知のとおり、神戸ビエンナーレ2009では、神戸港を会場とした「海上アート展」、2011では神戸港だけではなく神戸の街並みを一望できるポーアイしおさい公園を会場とした「しつらいアート国際展」を実施し、神戸が持つ最大の資源である“港”を舞台にした作品展示を行いました。

　港を会場とした展開は、港湾施設等を一時的に借用し一時的な設置を前提に作品を制作し実施しています。作品を恒久的に設置する場合には、作品の耐久性と本来の港湾業務に支障をきたすという課題があります。

　さらに、メンテナンスの財源、具体的管理方法、日常的な鑑賞方法など長期的な視点にたった慎重な検討が必要と考えています。

　なお、神戸ビエンナーレ2011しつらいアート国際展奨励賞受賞作品「港のキリン」は、王子動物園からの申出により園内に設置されている事例があります。

　今後も、神戸港だけではなく、神戸市内全般を視野にいれ、他施設等からの申出には柔軟に対応していきたいと考えています。
（９）子どもや障がい児の作品を展示するスペースを確保するとともに、創作体験ができる場所や機会を増やすようにされたい。

 NEXT 
神戸市では、ご要望にあるような児童・生徒の作品展示と創作活動について、下記のような方法で機会の提供をはかりました。

①第61回春のこども写生大会

写生会場：王子動物園　　　　

展示会場：生涯学習支援センター（コミスタこうべ）展示室

②第53回港をかく会

　　写生会場：ポートアイランド北公園　　　

展示会場：生涯学習支援センター（コミスタこうべ）展示室

これらは半世紀近くに及ぶ大会で神戸の児童・生徒などの美術文化として定着しています。同時に、春のこども写生大会では特別賞及び金賞以上の作品を、また、港をかく会においては特別賞及び銀賞以上の作品を展示し、広く市民の方に鑑賞していただいています。

また、各校種ごとの展覧会なども次のとおり多数実施しています。

①神戸っ子アートフェスティバル

対象：神戸市立の全幼稚園・全小中学校

及び特別支援学級と神戸市内の特別支援学校

会場：兵庫県立美術館「芸術の館」

震災以降、神戸市ならではの活動として神戸の復興と子どもたちの成長を願って、県立美術館のリニューアルを機に、神戸市内の子ども達が一堂に会して作品展を行っています。期間中には３万人を越える来館者があります。

②こどもきらめき活動展

対象：神戸市立盲・養護学校及び特別支援学級

会場：各区ごとの会場

③合同作業グループ展

対象：中学校特別支援学級　　　

会場：ＨＤＣ神戸など

その他、教育委員会以外の各種団体による写生会・公募展や工作教室なども多数開催されます。特に、博物館や美術館などの社会教育施設は完全学校週5日制施行以降、学芸員なども参加して指導・支援にあたり、子ども向けの創作活動を開催したり、具体的な美術作品の鑑賞など教材として活用する活動（ギャラリートーク）など、学校の授業と連携した実践を実施するなど活発な取組みを展開しています。

障害者週間（毎年12月3～9日）の啓発用ポスターとして市内の小学校・中学校から募集した作品をさんちかアドウィンドー等に展示しています。また、「ハートでアートこうべ」では、障害者から公募した作品を兵庫県立美術館などで展示しているほか、作業所製品の製作体験も行っています。
上記以外においても、児童・生徒の絵画作品展示においては、各区民センター・原田の森ギャラリー・しあわせの村・北野工房などの公共施設を中心に、市内各地において定期的に実施されています。また、工作などの創作体験の場として、神戸市総合児童センター（こべっこランド）、各児童館の他、様々な施設において各種教室が開催されておりますので、ご活用されますようお願いいたします。
（10）国際都市・平和都市神戸として民衆レベルでも交流を促進されたい。

 NEXT 
神戸市では、毎年、本庁舎での平和啓発の横断幕の掲出（8月中の2週間）などを行い、平和啓発に努めてきました。

　また、平成17年8月から、見ていただいた方に「命の大切さ」「平和の尊さ」を考えるきっかけにしていただくことを目的として、「戦災に関すること」に留まらず、「阪神・淡路大震災に関すること」「神戸の水害に関すること」の3つのカテゴリーで構成した「神戸　災害と戦災　資料館」ホームページを公開しています。

　平成10年度からは、資料等の散逸を防ぐために、戦災関連資料や戦争体験談の収集に取り掛かっており、その一部を「神戸　災害と戦災　資料館」ホームページに掲載しています。

　さらに、平和啓発展示として、平成16年度には広島市との共催で「ヒロシマ原爆展」を、平成17年度から毎年「戦災関連資料展」を開催するとともに、「兵庫図書館」においては、「戦災資料室」で戦災関連資料の常設展示を行うなど、平和啓発に努めてきました。

　平和は、市民生活を営むうえでの基本であり、市政の運営に当たって、平和を基本とすることは当然のことと考えており、今後とも引き続き、「命の大切さ」「平和の尊さ」を考えるきっかけにしていただけるよう、平和啓発に努めるとともに、各部局における施策を実施していく中で、平和なまちづくりを実現していきたいと考えています。
７．各地区会議から出されている要求についても、市当局としてその実現に努力されたい。

 NEXT 
各地区会議から出されている要望については、各地区で情報交換、問題提起、問題解決をはかっていくという認識のもと、対話集会を実施するなど、各区において自主的に対応していますが、区で処理できない問題については、関係部局と調整するなど、要望や意見が反映できるよう努めています。また、市民と市がお互いの役割を尊重し、共に課題解決に向けて協力し取り組む関係を築くとともに、市民の知恵と力が活きる地域社会の実現を目指し、協働と参画による地域力の強化をはかっていきます。

平成24年度予算「市民とつくる安心と明日の元気な神戸」は、すべての市民のくらしを守り、安心して生活できる社会を実現するとともに、神戸のまちを「ともに分かち合い、新たな価値を創造する、希望にあふれた絆のまち」にするという決意のもと、「市民との協働と参画」「断固たる行財政の改革」を市政運営の基本姿勢として編成しました。

市民一人ひとりのくらしと安全・安心を守るとともに、神戸が「住みたいまち」「働きたいまち」「行ってみたいまち」としてオンリーワンの都市となるよう、「安心と明日の元気な神戸」の実現のため、全力で取り組んでいきますので、引き続き皆様方のご支援・ご協力をよろしくお願いします。
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